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　 この要約書 は,日 本 自転車振興会 か ら競輪収益の一部で あ

る機 械 工 業 振興 資 金 の補 助 を受 け て,昭 和54年 度 に実 施 し

た 「わ が 国 の情 報 処理 に関す る動 向 調査 」 の一環 と して と り

ま とめ た もの で あ ります。



ま え が き

　 近年,発 展途上諸国 の 日本 の科学技術 に対する期待感 は急速に高 まっている

が,そ れ と並行 して欧 米先 進 国 では危 惧感 が高 ま りつ つ あ る こと も否定 で きな

い。科 学 技術 はい わば 両刃 の剣 で ある。 そ の進 歩 ・導入 は 発展 途上 国 は も とよ

り先進 国 に とっ て も,経 済 の発 展 と生 活 の質 の向上 の ため に不可 欠 の要因 で あ

るが,そ れ と同 時 に,労 働 集 約型 産業 や構 造 不況 業 種 に主 と して 依 存 す る 諸

国 では 国 際 競 争 力 の 低 下 と雇用 不 安 を もた らす主要 な要 因 とも受 け取 られてい

る。最 近 に至 っ て,最 先 進 国 に お け る技 術 革 新 が 他 の 先 進 国 に とっ て経 済 停

滞 や 雇 用 不 安 の 原 因 と な る との懸 念 が 表 明 さ れ て お り.特 にマ イ ク ロエ レ

ク トロニ クス とそ の応 用,す なわ ち コ ン ピュー タ技術
,マ イク ロ コ ンピュ ー タ

応 用 機器 な どの 分野 で危 機感 が高 ま っ てい る こ とを見逃 がす ことは で きな い。

　 この ような状 況 の も とに,「 マ イ ク ロ エ レ ク トロ ニクス の雇 用 に与 え る影

響 」を テー マ と した調 査 研 究 が欧米諸 国 で実施 されつ つ あb ,ま たOECDの

場 で も話題 となって い る こ とは,よ く知 られ て い る事 実 であ る。

　 わが国では,過 去30年 間大幅 な経済 成長に よって充 分 な労 働 市場 が提供

され,ま た企 業 内 での再訓 練 と配 置転 換 が円 滑 に行 われ て きた た めに
、 国 内問

題 と して この種 の問題 が顕 在化 した こ とは なか った。 しか し1980年 代 は
,わ

が 国 に とって 経済 が安 定 成 長期 に移行 す る こ とに伴 う"量 か ら質 へ"の 転 換 の

時代 で あ り,こ れ ま で の よ うな労 働 市場 の拡大 は期 待で きず ,高 付加価値生 産 品

の製造 と輸 出 とい う産 業 ・貿易 構 造 の転 換 を意 味 す る もので ある こ とか らも
、

この問題 へ の積 極 的 な取組 みが 必 要 となっ て きた もの と言 え よ う
。 換言 す れ ば

知 識集 約 型産 業 へ の転 換 が 指 向 さ れ て いる わけ で あ り,マ イ ク ロ エ レ ク トロ

ニ クス の雇 用 に与 え る影 響 の諸 問 題 を さけ て通 る こ とは不 可 能 で あ る
。
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　 今後,わ が国 お よび国 際 社会 にお け る この 種 の問題 の分 析 と解 明 につ とめ,

雇 用 不 安 の 解 消 と新 規 雇 用 機 会 の創 出 に関 し とるべ き手 段 につ き積極 的 提 言

を行 う ことは,わ が 国 の産業 ・貿 易 発展 のた め に 有効 で あるば か りで な く,国

際 経済 社 会 に おい て大 きな影 響 を持 つ に至 った わ が国 の責 務 ともい え よ う。

　 本書 は,こ の よ.うな見地 か ら行 わ れ た調 査研 究 の中 間 レポー トで あ り,本 調

査委 員 会 ワー キ ング ・グ ルー プ に よる事 例 調査 の成 果 を集 約 した もの で あ る。

本書が 今後 の わが 国 にお け る この種 の マ イク ロエ レク トロニ クス論 議 の踏 み台

となれ ば 幸 い で ある。

昭 和54年10月

■

「マイクロエ レク トロニクスの雇用に与 える影響調査委員会 」

　 委員長　　猪　瀬　　　博　 (東 京大学工学部教授)
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序

`

　 財団 法 人 日本情 報 処 理 開発 協 会 は,昭 和54年7月 「マ イク ロコ ンピ ュー タ

の雇用 に与 え る影 響 」 とい うテ ー マ の調 査 に 関 して通 商産業 省 機械 情 報産 業 局

の指導 の下 に,東 京 大学 工 学部 教 授 猪瀬 博 博 士 を委 員 長 と して マ イク ロ コ ンピ

ュー タ専 門 家,労 働経 済 学者 並 び に経 営 者 団 体 ,労 働 組合,及 びIC産 業 分野

と してチ ソブ メー カ,シ ステ ム ハ ウス の各 界 有識 者 か ら構成 され る 「マ イ ク ロ

エ レク トロニ クス の雇 用 に与 え る影 響 調 査委 員 会」 を設置 し
,本 調査 を開 始 し

たo

　 ここに本調査 の実施に際 し業務 ご多忙 中に もかかわ らず有意義 なご意見 とご

協 力をいただいた委員長 をは じめ とする委員各位,調 査協 力企 業 幹 部並 びに

関 係者 各 位 に対 して 厚 くお礼 申 し上げ ます。又,今 回の調査は短期間 とい う

制約が あり,困 難 な作業であ りま したが特 に本作業に ワーキンググループを組

織 し実質的 にご協 力いただいた社団法 人 日本能率協会総合研究所に対 して深 く

感 謝申 し上げます。

　　昭和54年10月

財団法人　日本情報処理開発協会

　　会長　　上　野　幸　七
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1調 査 研 究 の 概 要

1.1　 調 査研 究 の 背景 と 目的

　 本 調 査 は,OECD(経 済 協 力 開発 機 構)の 科 学 技術 政策委 員 会(CSTP)の エ

CCP(情 報,電 算 機,通 信政 策)作 業 部 会va　k・け る 「マイクロエレク トロニクス

の生 産性 と雇 用 に与 え る インパク ト」 調 査研 究 の一 環 と して行 な っ た もの で あ る
。

　 本 プ ロジ ェク トに おけ るOECD諸 国 の 関 心は,こ こ数 年 来急 激 に 発 展 して

きた"エ レク トロニ クス ・オ ー トメー シ ョンの分 野"に 集 中 し,と りわ け マ イ

ク ロエ レク トロニ クス技 術 の普 及 に伴 う生産 性 並 び に雇用 に関 す る問 題 が主 要

な関心 事 とな って い るo

　 現在 まで に"エ レク トロニ ク ス技 術 の 普 及 と雇 用 問題"に つい て,世 界各 国

でそ れ ぞれ に調 査 研究 が進 め られ,す で に幾 つ か の レポー トが発 表 され て い る。

本調 査 研 究 は,'わ が 国 にお け る同 テ■一ーマに 関す るOECD加 盟 諸 国 の 関心 と調 査

研究 の要 請 に応 え る こ とをそ の基 本 的 なね らい と し,具 体的 には,わ が国 に お

け るマ イ ク ロ コ ン ピュー タの導 入 ・普 及 に よる雇 用へ の影響 を把 握 し,何 らか

の対 応 が求 め られ る課題 に つ い て ・そ の対 策 の方 向 づけを検 討 す る こ とを 目的

と した もの で あ る。

　 なお,マ イ ク ・エ レク トロニ ク スは 広 義 には,コ ンピュー タ及 びそ の応 用 技

術 や デ ジ タ ル技 術 を 包 含 す る もので あ るがそ の技 術 が もた ら した最 も大 きな

イ ンパ ク トは マ イク ロコ ンピ ュー タで あ り ,マ イ ク ロエ レク トロニ ク スの語 は

今 日マ イ ク ロ コ ンピ ュー タ技術 と同義 で あ る と受取 られてい る場 合 も少 な くな

い。本 調査 研 究 に お いて マ イ ク ロ コン ピ ュー タを まず第一歩 と して取 りあげ た

のは この よ うな背 景 か らで あ るoも と よ リマ イク ロエ レク トロニ ク スに よ る コ

ン ピュー タ技 術 全 般 の 発 展 とそ の イ ンパ ク トに も顕 著 な ものが あ るが,そ れ

に つい て は,今 後 の検 討 課題 と した い。

　 本書 は・ 昭和54年11月 末 パ リで 開催 され るOEOD特 別 会 合 に本 調 査 委 員
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会 の 中間 報告 と して 提 出す るた め,調 査研 究 の主 要 部 分 を 占め る"マ イ ク ロコ

ン ピュー タの雇 用 に与 え る影響 事 例 調 査"の 成 果 を,全 体報 告 と切 り離 して要

約 した もの で あ る。

　 事 例 調 査 は,個 別 企 業 を対 象 と して マ イク ロコ ン ピュー タの応 用並 び に応 用

製 品 の利 用 に よる雇 用 上 の変 化 とそ の背景 を把 握 し,合 わせ て今後 の傾 向 をさ

ぐる こ とを 目的 と したが,本 委 員会 に おけ る各 種 対策検 討 に資 す るた め マ イク

ロ コ ン ピュー タの応 用普 及 率 をベ ー ス と した人 員 の変 化 につ いて い くつか の事

例 に基 づ き将 来 推 計 を試 み た。 これ らの作業 は本 調査 委 員会 ワー キ ン グ グルー

プ の努 力 に よる もの で あ り,本 委 員 会 は これ を受 け て,対 策 提 言 を取 りま とめ

るべ く執 筆 中 で あ る。

◆

1.2　 調 査 研 究 の 範 囲 と 方 法

　 事 例 調 査 の 範 囲 と し て,次 の よ う な 枠 組 を 設 定 し マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ メ ー

カ ー,シ ス テ ム ハ ウ ス,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 製 品 メ ー カ ー 及 び 一 部 ユ ー

ザ ー を 対 象 と し て ヒ ア リ ン グ を 行 っ た 。 本 書 で 取 り あ げ た 調 査 結 果 は 主 と し て

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 製 品 メ ー カ ー へ の ヒ ア リ ン グ に 負 う も の で あ る 。

L2.1　 枠 　 　 　組

(1)　 対象技 術(製 品)

　 ・マ イク ロ コ ン ピュー タ及 び そ の応 用 製 品 を対 象 とす る。

　 ・応 用 製 品 の範 囲 につ い ては,そ れ を製造 も し くは利 用 す る こ とに よ り雇用

　　 土 に影響 が 発 生 す る可 能 性 が高 い製 品 で,現 段階 で応 用 あ るい は利 用 が具

　　 体 化 して い る ものす る。

　 ・今 後 の技 術 進 歩 に より,近 い将 来 実 用 化,普 及 が明 らか とされ て い る製 品

　　 で,新 技 術 の応 用 も しくは そ の製 品 の利 用 に よ り雇 用へ の影 響 が予 測 され

　　 る もの につ い て は,可 能 な限 り検 討 対 象 に含 め る もの と した。

(2)対 象 産 業,職 業 分 野



　 ・新技術の導入,応 用製品の利用等に よりすでに雇用上 の変化がみ とめ られ

　　 る業種 または職種 を対象 とした。

　 ・今後 の応用機器普及 に より影響が予想 される業種 または職種 については,

　　可能 な限 り検 討対象に含める もの とした。　　　　　　 '

(3)　影響の範 囲

　 ・新技術 の導 入または応用製品の製造,利 用に伴 う雇用条件 の変化か ら生 じ

　　 る直接的 な影響 を抽出 した。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 グ

　 ・新技術の導入 ・普及に より新 しく創出されるサー ビス分野等 については,

　　可能 な限 り検討範 囲に含める ことに した。

1.2.2　 ア プ ロ ー チ

　 事 例調 査 に先 立 っ て,内 外 の資 料,文 献,委 員 会 討議 を ペ ー ス に次 の よ うな

調査 検 討 を行 っ た。

　 　 (1)　 マ イク ロコ ン ピ ュー タ と雇 用 問題 の背 景 の分析

　 　 ② 　 海外 の視 点 とわ が国 にお け る状況 との比 較検 討

　 　 (3)　 マ イ ク ロ コン ピ ュ　一一タ普 及 の一般 的動 向把 握

　 　 (4)技 術 開 発 動 向 と将 来 的意 義 の検 討

　 上 記検 討 結 果 か ら,事 例 調査 は,個 別企業 にお け る雇用 者 の 量的,質 的転 換

並 び に教 育 を含 む企 業 内 対策 が主 な ポ イ ン トとな っ た。

　 ヒア リング事 項 の概 要 は 下記 の とお りで ある。

　 　(1)　 マ イク ロコ.ンピュー タ応 用 に よる機 器性 能 上 の変 化(メ リ ッ ト)

　 　(2)応 用 製 品 の需 要 の変 化,傾 向

　 　(3)企 業 内関 連 部 門 の従業 員 へ の イ ンパ ク トと対 策

　 　　 　 　 　開発 設計 部 門

　 　　 　 　 　製 造 部 門

　 　　 　 　 　販 売 ・メ ンテ ナ ンス部 門

　 　(4)関 連業 者(部 品 メー カー,販 売代 理店 等)へ の イ ンパ ク トと対策
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　　 (5)応 用 製 品 ユ ー ザー企 業 へ の イ ンパ ク ト

　　 　　 　 　 機器 の代替

　　 　　 　 　 省 力化効 果

　 更 に,今 後 の 三 イ ク ロ コ ン ピュー タ及 び応 用 製 品 の普 及 に伴 う雇 用問 題 へ の

対応 策検 討 に資 す るた め,具 体 的 事 例 か らい くつ か の指標 を設定 し,普 及 分野,

普 及率 に つ い ては複 数 の仮 説 を も うけ,職 種 別 に将 来 の 雇 用状 況 を推定 した。

これ らの仮 説 が より実 現 性 を もち うるた め には 更 に詳細 な調 査分 析 とモデ ル の

構築 が必 要 で あるが,種 々の条件 の制 約 か ら詳 細 予測 は今 後 の課 題 と し,現 段

階 で は一 つ の試 論 と して の ア プ ロー チ結 果 を検 討 に付 す る ことに した。

1.5　 事 例 調 査結 果 の 概要

　 業種 別,応 用製 品 別 の 内容 につ い ては次 章 に記 述 され て い るが,調 査 結果 の

概 要 を列 挙 す れ ば次 の とお りで あ る。

(1)マ イ ク ロコ ン ピュー タの急 速 な性 能 向上 と価 格低 減 に伴 い,そ の需要 は急

速 に増 大 して お り,社 会経 済 活動 の あ らゆ る分野 に滲 透 しつ つ ある。 わが 国の

マ イク ロ コ ン ピュー タ技 術 は半導 体 技 術 とと もに世 界水 準 に達 して お り,産 業

と しての規 模 も増大 しつ つ ある。 応 用機 器 メー カー もこれ を積極 的 に導 入 して

高 付加価 値 化 した製 品 開発 あ るい は新 製 品 の 開発 を行 っ て い る。 ま た,マ イク

ロコ ンピ ュー タの普 及 に伴 って ,高 い技 術水 準 を持 っ た新 しい タ イプの 中小企

業 す なわ ち 「システ ムハ ウス」 が 登場 して,年 と と もに複 雑高 度 化 す るア プ リ

ケー シ ョン シス テ ムの 開発 に当 っ て い る。 今 後 ます ます 増 強 さ れ る利 用技 術 の

高度 化,多 様 化,個 別 指 向 性 の強 化等 に よ り,強 力 な ソフ トウェア技術,シ ス

テ ム技術 を有 す る シス テ ムハ ウス に とって広 大 な市場 が 生 じつ つ あ る。

(2)マ イ ク ロ コン ピ ュー タ応 用製 品 の供 給 側 に おけ る雇用 へ の影 響 は以 下 の よ

うに集 約 さ れ る。

　 まず,開 発面 では ソ フ トウ ェア開 発 人員 の増 強 が 推進 さ れ てお り,特 に新 製

品 開発 に不 可欠 なデ ジタ ル思 考 の 技術 者 の需要 が高 ま っ て い る。 長 期 的 にみ れ

、
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ば応 用製 品開 発 需要 並 び にそ れ に伴 うソフ トウェア需 要 の急 速 な増 大 に対 し,

この面 での人 材払 底 が 懸 念 され る。

　 次 に,製 造面 で は,工 程 の技 術革 新 と製 品 需要 の増 大 に よ り,現 在 の ところ

人 員数 はほ とん ど変 わ らず1人 当 たbの 生 産性 は著 し く向上 して い る。 長期 的

に みれ ば マ イク ロコ ン ピ ュー タ を扱 え る人 材 の不 足 が 懸念 さ れ るが ,既 存 の熟

練 労働 者 に対す る技 術 再 教 育 が さ かん に行 われ てお り,こ の傾 向 は今後 も続 け

られ る方 向 に あ る。

　 販 売 部門 では人 員 が微 増 し,保 守 部 門 では 変動 は見 られ ない。

(3)　 マ イク ロ コ ン ビ=　一一タ応 用 製品 の利 用 側 に おけ る雇用へ の影 響 と して は ,

そ の機 器 が もつ 省 力 化,自 動 化効 果 の ため,既 存労 働 者 の職 場 に少 なか らぬ影

響 が及 ぶ と予想 され る。 そ の典 型的 な例 は"作 業 か ら操作 へ"の 労 働 の質 的転

換 で あ る。 わ が国 にお い て は企業 内教 育,訓 練 制度 が 発達 して い る こ と,職 能

別 組合 形 態 とは なっ て い な い こ と,労 働 者 自身が 新技 術 の導 入 に積極 的 で ある

こ と等 か ら,仕 事 の質 的 転換 や労 働者 の組織 内移 動 が比較 的 ス ムー ズ に行 い う

る状 況 に あ り,こ の こ とが 直 ちに失業 問題 につ なが る傾 向 は 見 られ な い
。

　 利 用側 にあ って今 後 求 め られ る人材 と しては,直 接的 には システ ム変 更及 び

メ ンテ ナ ンスに対 応 で き る ソ フ トウェア技 術 者 で あ るが,応 用 機器 の有効 な活

用 の ため には多 様 なテ クノ ロジー を理解 し使 い こなせ るマ ネ ジ メ ン ト人 材 が求

め られ る傾向 に あ る。
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llマ イ ク ロコ ン ピュー タの応 用 に よる影 響(事 例 研 究)

2.1　 は じめ に

2・1・1　 事 例 研究 の 目的 と範 囲

　 本 研 究 は,マ イク ロ コン ピ ュー タ応 用 製品 の生 産,販 売,利 用 の各 段 階 に お

け る雇 用 面へ の影 響 の具 体例 を把 握 す る ことを 目的 と した もの で ある。

　 対 象 と した 製品 分 野 は マ イク ロコ ン ピュー タの応 用に より,そ の 製 品の 供 給

側及 び利用側に雇用上の変化が発生 していると思 われる次 の分野 である。

工業用製品

事務用製品

民生用機器

[

　製造 自動化機器

分析,計 測,検 査機器

　プロセス制御機器

一般事務用機器

[
　商業事務用機器

駅務自動化機器

[

時計

電卓

　 ヘ　　　　シ

　 ミ　シ ン

2.L2　 事 例 研 究 の 方 法

　 本 研究 は,応 用機 器 メー カ ーへ の個別 企 業 訪 問 に より実 施 した。 なお,研 究

課 題 の性 格上,応 用技 術革 新 の著 しい企 業 を 選 び,直 接 実 務 を担 当す る企 業 幹

部 の協 力 を求 め たが,結 果的 に20社 よbの 協 力 を得 た(付 録 工参照) 。

本 調 査研 究結 果 は これ らの人 の深 い 理解 と誠意 に基 づ くもので ある。

　 訪 問実 施 期 間 は,1979年8月21日 ～9月10日 間 で あ る。
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2.2　 工業 用 製 品へ の 応 用

　 工 業 分野 の生産 性 向上,品 質 向上,生 産 の省 力化 とい っ た経 営 上 の ニ ー ズ に

より,工 業機 器 全般 に わ た って従 来 か ら コン ピ ュー タシス テ ム型 式 の エ レク ト

ロニ ク ス使 用 は一般 化 して い た
。 マ イク ロコン ピ ュー タの応 用 は,こ れ ら機器

を知能 化 し,性 能,信 頼 性,フ レキ シ ビ リテ ィ等 の向上 に より
,能 力 の点 で高

度 化 したが,そ れ ば か りで は な く,形 状 ,重 量,操 作性 を改 善 し,か つ機 器 の

製造 コス トの低減 に より販 売 価格 低 下 を実 現 させ る こ とに もな
っ た。

　 な お,製 造 コ ス トの 低 減 は,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 特 性(汎 用 性,多 機 能

性,低 価 格 性,形 状 等)を 活 用 した機器 の生 産性 向 上 に由来 す る もの で あ り
,

コス ト面 で最 も大 き な貢 献要 素 は部 品集 約 化 の実 現 と機器 の小 型 化
で あ る とさ

れ て い るo

　以 上 の よ うな変 化 は,メ ー カー をは じめ とす る工業 機器 関 連業 界 並 び に ユー

ザ ー の人的 側 面(職 種 ,ス キ ル)に 少 な か らぬ影響 を及ぼ しは じめ て い る
。

2.2.1　 全 体 動 向

・NC工 作 機 へ の マ イ ク ロ コ ン ピ
ュ ー タ の 応 用 は,1975年 前 後 か ら 活 発 化 し

,

　機器の低価格化,小 型 ・軽量化,多 機能 化,操 作の単純化,保 守 の容易化な

　 どが実 現 したo

・工 作機 メー カー に とっ て の メ リ
ッ トは,部 品点 数 の大幅 削減 ,工 期 短 縮,信

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ノ

　頼 性 向 上,小 型 化 に よる コス ト低下 に加 え,ハ ー ドワイヤー ド制 御 のNO工

　作 機 で は実 現 しに くか っ たNC機 の内製 化 が可能 に なった こ とで ある。

●産 業 用 ロボ ・ ト(オ ー ト・一 ダ)へ の マ イク
・ コン ビ。一 導 入 も ・975年

頃 か ら盛ん に な り,製 造 工 程 の完全 自動 化 の可能 性 が高 ま っ た
。

・マ イ ク ロ コン ピ ュー タ導 入 に よ る ロボ ッ ト機 能 の向 上は ,

　 　イ)各 機 種 構 部 の コンパ ク ト化

　 　・)高 度 なパ ター ン認 識

　 ハ)記 憶 容 量 の高度 化
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　 　 二)制 御 機能 の高 度 化

　 　 ホ)信 頼性 の向 上

　な どで あ り,小 型 ・軽 量,多 目的 利 用 の可 能 性 に よ り,製 造業 のみ な らず,

　 よ り広 い産 業 分 野 へ の普 及 が期 待 され て い る。

・工業 分 野 の 中 で も,石 油 ,化 学,セ メ ン ト,紙 パ ル プ な どの連 続 プ ロセ ス工

業 では,従 来 か ら工 業 計器 に よる プ ロセ ス計装 を基礎 に,ミ ニ コ ン,制 御 用

計算 機 を含 めた総 合 計 装 シス テ ムが利 用 され て い る。 しか し,制 御 の集 中化

　は ダ ウ ン時 の影 響 範 囲 を拡 大 す る こ とに な り,問 題 視 され て い た。 プ ロセス

制 御 分 野 にお け る マ イク ・コ ン ピ ュー タに よる制 御 の分散 化 は,こ の点 を解

決 す る と同 時 に操 作 性 を高 め,管 理 の集 中 化 をや り易 くした こ とに特 徴 が あ

　るo

・分散 型 総 合計 装 シス テ ムは ,省 力効 果 が 大 きい割 に,す で に ミニ コ ン制 御 シ

ス テ ムを導 入 して い る企 業 が 対 象 で あ る ため ,買 換 え需 要が 主 で あ り,普 及

は全 体 に ゆ るい ペ ー スで進 む と予 想 され て い る。

・電 機 メ ー カー の市場 へ の参 入 が起 こっ てい るが ,市 場 は限定 的 で あ り,か つ

最 終 製 品 が受 注 生 産型 で あ る上 に ユ ー ザー の保 守 性 も手伝 っ て大 きな変 化 は

起 こ らない と予 想 さ れ てい る。

・分析 ,計 測,検 査 分野 の機器 は,エC化 時 代 の アナ ログ機 器 か ら,マ イ ク ロ

　コン ピ ュー タ時 代 の デ ジタル機 器 に移行 し,現 在,全 製品 分 野 で マ イク ロ コ

　ン ピュー タ化 が 進 め られ てい る。 ま た,マ イク ロコ ンピ ュー タ普 及 に より,

　LSエ テ ス タ,ロ ジ ック アナ ラ イザ な ど,従 来 なか った製 品 が登 場 し,新 製

品 開 発 も盛 ん に行 わ れ てい る。

・機器 ユ ー ザ ー に とっ て のデ ジ タル機 器 の メ リッ トは ,機 器 の知 能 化 に よる分

析,計 測,検 査 作 業 の 自動 化,高 精 密,高 信 頼性,フ レキ シ ビ リテ ィ,作 業

　の単 純 化 な どで あ るo

・機器 メー カーは ,従 来 か ら,知 能 化,シ ス テ ムの 自由度 向 上,操 作 の簡便 化

　を 目指 して きた が,マ イク ロコ ン ピ ュー タに よ りそれ が可 能 と なっ た。 また
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製造 コス トが実 質低 減 す る メ リッ トもある。

2.2.2　 機 器 メー カーへ の インパ ク ト

① 開 発 ・設 計部 門

　 ・工 作機 メー カーで は,NC機 の内製 化 が起 こっ て お り,技 術 導 入 が盛 ん で

　 　 ある。 これ に伴 い電子 系人 材 が増 加 してい る。 但 し,NC部 分 以外 の工 作

　 　機 本体 は,高 度 な機械 技 術 を要 す るた め,NCの 内製化 に よる機 械 系技術

　 　者 へ の直 接的 インパ ク トは発 生 してい な い。

　 ・産業 用 ロボ ッ トで は,マ イク ロコ ンピ ュー タ機 能 を発揮 し,判 断 機能 を備

　 　え た知能 ロボ ッ トの本格 化 は,1980年 以 降 と予 想 され て い る。 現 段 階 で

　 　は実 用化 試行 中 で あ り,ま た 開発 当初 か ら人 材確 保 が行 われ て い た こと も

　 　あ って メー カー 内部 で の人的 変 化 は発生 して い な い。 ロボ ッ トの適 用業 務

　 　に よ リマー ケ ッ トは限定 的 で あ るが,同 一 分野 で開発 競 争 が激 化 し,普 及

　 　時期 を迎 えれ ば,競 合 の発 生 に よ り人員 増 加 の可 能性 は 高 い。

　 ・プ ロセス制 御 機器 分 野 で は開 発人 員 の強 化 と と もに,特 にデ ジ タル技 術 を

　 　ベ ー ス と した ソ フ トウェア技術 者 が 要求 され る た め,企 業 内 では 技術 者再

　 　教 育 が盛 ん で あ るo

　 ・アナ ログ計 装 技術 者 は,デ ジ タル化へ の転 換 をは かっ てお り,ハ ー ドエ ン

　 　ジニ アは ソフ トエ ン ジニ ア に転 向 して い る。

　・従来 の シス テ ム技術 の基礎 が あ るため,技 術 者 の転 換,再 教 育 は さほ ど難

　 　し くは な く,自 己学 習 に よる技 術 習得者 が少 な くない。

　・分析,計 測 機器 で は マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ導 入 以 来,新 製 品 開 発 が相 次 い

　 でお り,同 業 他 社 との 開発 競争 が激 化 して い る。 新 製 品開 発 には デ ジタル

　 回路 設計 者,ソ フ トウ ェア技 術 者 等新 しい人 材 が必要 で あ り,新 規 採 用が

　 活 発 で ある。

・従 来 の ア ナ ロ グ回 路 設計 者 は
,技 術再 教 育又 は 自己学 習 に よ り技術 分野 の

　 転換 をは か っ て い る。
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② 　 製造 部 門

　 ・工 作 機 分 野 では,NC工 作 機 出現 時 に,部 品 点数 の大幅 削 減 に よ り製 造 部

　 　 門 の 省 力 化が 達成 さ れ た。NC機 へ の マ イク ロ コン ピ ュー タ導 入 に よっ て,

　 　 更 に工 程 は短 縮 さ れ るが,工 作 機本 体 が機械 技 術 を要 す る とい う特 性 に よ

　 　 り,こ の部 門 で の製 造技 術 者(技 能 工)の 確 保 は,つ ね に必要 とさ れ る。

　 ・プ ロセ ス制御 分 野 では機 械 の技能 工 を必 要 と しな くな って お り,工 期 の短

　 　 縮,部 品数 の削 減 に よ り人 員は減 少 の傾 向 に あ る。 余剰 人 員 は ロー テ ー シ

　 　 ョン で対処 して い る。

　 ・工程 作業 者(従 来 の技 能 工)へ の再 教 育 も行 わ れ てい るが,社 内 の開 発技

　 　 術 ス タ ッフが そ の任 に あた っ て い る。

　 ・分析,計 測機 器 分野 の工程 作 業 者 は技 術 再教 育 を受 け,デ ジ タル機 器製 造

　 　 に対処 してい るた め,マ イ ク ロ コン ピ ュー タ導 入 に よる人 員 の増 減 は起 こ

　 　 っ て い な い。 需要 増 と相 ま っ て,1人 当 り生 産 性 は非 常 に高 くな って い る。

③ 販売 ・メンテ ナ ンス部 門

　 ・工 作 機,ロ ボ ッ ト,プ ロセ ス制御 機 器 は い ずれ も基 本 的 に受注 型生 産 で あ

　 　 る ため,販 売 体 制 に変 化 はみ られ な い。

　 ・技 術 的 知識 の習 得 は 開発 ス タ ッフの指導 に よって い る。

　 ・メンテ ナ ンス は簡 素 化 さ れ るが,ユ ーザ ー との 接触 を続 け る必 要 が ある た

　 　 めピ 点検 サ イク ルは 従来 どお りで あ る。 需 要 が拡 大 すれ ば,対 策 の 必要 が

　 　 あ る(子 会 社 が 分担 す る ケ ース が多 い)。

　 ・分析,計 測 機 器 分 野 で は新 カテ ゴ リーの製 品 販 売 が増 加 し,販 売員 に対 す

　 　 る技 術 教 育 が 必要 に な っ てい る。 販 売量 が増 加 して も1台 当 りの メン テ ナ

　 　 ンス 回数 が 大 幅 に減 少 す るた め,保 守要 員 の増 加 は ない。

2.2.3　 関連 業 者 へ の イ ンパ ク ト

・工 作機 分 野 では機 械 部 品 の外 注 先 に影 響 が 出 る と思 わ れ るが ,工 作 機 全体 で

　のNC化 率 は,未 だ30%程 度 で あ り,NCマ イク ロコ ン ピュー タ化 に よる部
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　品 メー カーへ の影響 は今後 の問題 で ある。

・プ ロセス制 御 機 器 で は金 物部 品
,フ レー ムの大幅 削 減(小 型 化 に よる)に よ

　 り,外 注 先 の仕事 量 は減 少 して い る。 外注 先 も電 子技 術 の導 入 が必 要 にな っ

　て きて い るo

・分 析 ,計 測 機器 の部 品 メー カー,組 立 メー カー では,機 器 の デ ジ タル化 に よ

　 り,エ ンジ ニア リン グの大 変革 が 起 こっ てい る。 こ こで も技 術 者 の再 教 育 が

行 われ て い るが,機 器 メー カーの 指導 に よる場 合 が 多 い。

・仕 事 量 の増 加 には新 規 設備 投 資 で対 処 して お り
,人 員増 加 は 発生 してい ない。

2.2.4　 ユ ー ザ ー 企 業 へ の イ ン パ ク ト

・ ユ ー ザ ー に お け る 製 造
,自 動 化 機 器 導 入 の 第1の 目 的 は,省 力 化 で あ る 。 製

　造 業 の知 識 集 約化 傾 向 とと もに,積 極 的 に生産 ライ ン¢)自動 化,無 人 化 が進

　 め られ て い る。 そ の背 景 には,熟 練労 働者 の不 足 が ある。 マ イ コ ン導 入機 器

　は,工 程 作業 者 を少 人数 の非 熟練 労働 力 に置 きか え る こ とが で きる。

・マ イ コン に よる省 力 効果 は判 明 しないが
,NC工 作機導 入時 で,人 海 戦術 時

の「ポの人 員 で済 む と言 われ て 助 渓 質 的 には ・ス トダ ウン につ なが っ て い

　 るo

・ユ ーザ ーが 中小企 業 の場 合 は ,従 来 よ り熟練 労働 力不足 に悩 ん でお り,高 機

　能,低 価格 操 作 性 の高 い工作 機 が導 入 されれ ば 労働 力不 足 問題 は解 決 され

　る こ とに なろ うo

但 し,潜 在 的 に熟練 労 働 力 不足 をか かえ て い る中小 企業 で は,機 器 導 入 に よ

　って生 産 性 が 向上 すれ ば,人 をふ や さず に対処 で きる よ うに な り雇 用面 で の

影響 はほ とん どな いo

・プ ロセス制 御 の場 合 も 自動 化 は ユー ザ ー の 目標 で もある
。 作業 員 を過酷 な作

業 環 境 か ら解 放 で き,制 御 の質 を高 め る こ とが で きれば,機 器 の代替 は歓迎

され る と ころ で あ る。 しか しなが ら,コ ン ピュー タシステ ムに より総 合 計 装

　シス テ ムが普 及 し,ユ ー ザー に専 門要 員 が 多 い こと もあ り,簡 単 に代 替 は行
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　わ れ な い。 ま た,価 格 よ り も信 頼 性 が重 視 され,新 機 種 の設 置 に数 年 間 の フ

　 イー ル ド ・テ ス トを必 要 とす る こ とか ら も,急 激 な導 入 は抑制 され る。 従 っ

　て,既 存 の ユー ザ ー企業 で の人 員 変 化 は急 に は起 こ らない。

・仮 に,代 替 され る とす れ ば ,新 機種 の運 用 に よ り,ミ ニ コ ン制 御 に要 してい

　た シス テ ム要員 や,計 装 技 術者 は 不要 とな り,従 来 機 器 で要 して い た人 員 の

　÷程 度 で プ ロセ ス制 御 が可 能 とな る。

・分析 ,計 測機 器 分野 で は在 来 コ ン ピ ュー タ型 計測 機 器 等 が,デ ジ タル機器 に

代 替 され る のは 時間 の問題 と言 われ る。

・従 来 は ,分 析 ・計 測 ・検 査作 業 はす べ て機 器 を用 いて 人間(技 術 者)が 行 い,

そ の読取 り結 果 を,次 の コ ン トロール機 器 に伝 達 す る仕 組 み で あ っ たが,デ

　ジ タル機 器 は,こ れ らの作 業 を機 器 自体 が や って しま う。 この た め,在 来 ミ

　ニ コン ・コ ン トロー ラ操 作 員 も実 質 的 に は不要 とな る。 仮 に,分 析,計 測,

検 査 が 自動 化 さ れ る とす れ ば,人 員 は ミニ コ ン コン トロー ルの さ いの☆ で済

む(集 中管 理)と 言 われ るほ どで あ る。

・一 貫 した作 業 シス テ ムの運 用 には ,最 低 運 用人 員 が 必要 で あ るが,こ の ため

の 熟練 は 特 に必要 と しない。 従 って,パ ー トも し くは非 熟練 労 働 力 で運 用 が

可能 とな り,こ の面 での コス トダ ウ ン も期待 で き る。 但 し,シ ス テ ム変 更 時

や点検 の た め の技 術 要員 の確 保 は ユ ー ザー 側 に期待 され る ところ で あ る。

・分析 ,計 測,検 査 の 自動 化 は ユー ザ ー企 業 の課 題 で も あ り,機 器 の普 及 は急

速 に進 む と思 われ る。 この場 合,在 来 技 能者 の処遇 が問題 とな る。

2.5　 事 務 用 製品 へ の 応 用

　 マ イク ロコ ン ピ ュー タの事 務 機器 分 野 へ の応 用 は,現 在,加 速度 的 に広 が り,

成 長 しつ つ あ る。 事 務分 野 は マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの量 産性 を維 持 す る上 で の

最初 の大 口需要 部 門 で あ り,電 子 式 金 銭 登録 機(ECR),卓 上計 算 機 な ど計

算機 を中心 と したス タ ン ド ・ア ロ ン型 機器 がそ の役 割 を にな っ た。

　 ご く最 近,事 務処 理 自動 化(オ フ ィス オ ー トメー シ ョン)の 思想 が 日本 で も
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●

注 目され は じめ・ この 分野 で の応用 技術 は端 器 の複合 化
,シ ステ ・化 を前 提

に進 展 してい くと予想 され て い る。 しか し現 在 まで の ところ,マ イク ロ コン ピ

ュー タ応 用 に よる事 務 機器 の機 能 変 化は
,一 般事 務 用,商 業 事 務用,駅 務 用 と

もに ス タン ド ・ア ロ ン型 に顕 著 で ある。 これ らは ,マ イク ロコ ン ピュー タの応

用 に よ り高速 性,信 頼 性,操 作性 の向上 を達 成 し,製 品 の普 及 もはや く,需 要

が飛躍 的 に伸 び,か つ,製 品 の低価 格 化 を も実 現 してい る
。

　本項では,一 般事務用 と して多数 の機種の中か ら従来 は機械技 術が主体 だっ

た複 写機,フ ァク シ ミ リを とbあ げ ,商 業 用 と して店 頭 事務 機 で あるECR ,

POSタ ー ミナル を ,特 殊 用途 と して駅 務 自動 化機 器 を とbあ げ た。 機 器 の効

用,影 響 は そ れぞ れ に異 な っ てい る。

2.3.1　 全 体 動 向

・一 般 事 務 用 機 器 へ の マ イ ク ロ コ ン ピ
ュ ー タ の 応 用 は,機 器 の 性 能

,信 頼 性,

　 操 作 性 の 向上 を もた ら し,低 価 格化 とと もに急激 な需 要 の拡 大 を もた ら した。

　 ppc複 写 機,フ ァク シ ミ リの マ イク ロ コ ンピ ュー タ応 用製 品 は,発 売以来

　 メー カー ベー ス で年 率30%～50%の 成 長 を示 した と伝 え られ て い る。

・現 在
,機 器 メ ー カ ー は,ス タ ン ド ・ア ロ ン 型 機 器 を 中 心 に

,激 し い 市 場 競 争

　 を展 開 して い る。 複 写機,フ ァク シ ミ リの新 機種 開 発頻 度 は1社 年間平均1.5

　～2機 種 と言 われ る。 今 後 も新 しい能 力 を もった製 品 が次 々 に登 場 しメー カ

　ー ・ユ ー ザー 相 方 に影響 を及 ぼ す と予想 され る。

・商業 用事 務 機 では
,ECRと 計 量 販売 に用 す る"は かb"が これ まで の主 要

　製 品 で あっ た。 マ イク ロ コ ン ピュー タ応 用 に より性 能 向上,低 価 格化 が 相 次

　い でお り・ 開発 競争 が従 来 以 上 に激 し くなっ てい る。

・は か り,ECRの 国 内需要 は一 巡 した感 が あb ,今 後 は多 機能 化 に よっ て,

　これ か らの商業 事 務 機 の主 流 と目され るPOSシ ス デ ムに移 行 す る と見 られ

て い る 。POSシ ス テ ム は 商 業 事 務 の 自 動 化 を 可 能 と さ せ る シ ス テ ム で あ り
,

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 に よ リ タ ー ミ ナ ル
,ス キ ャ ナ ー と も に 完 成 度 を 高

一13一



めて い る。 普 及 が 本格 化 す れば ユー ザー企 業 に大 きな変革 が予想 され る。

・駅務 用 機器 は ,機 械制 御 に よる 自動 券 売機 の 登場 に始 ま り(1965～75),

　自動 改 札機 の登場 で駅 務 自動 化に近 づ い た。 マ イ ク ロコ ン ピ ュー タに よる効

用 は,運 賃 改 正 時 の 作業 効 率 向上,耐 久性 の 向.上,シ ス テ ム変 更 の容 易 化 な

　どで あ るが,券 売 機 の 印字 システ ム改 善等 に よ り利用 者へ の サー ビス ・レベ

　ルの 向上 に もつ なが って い る。 需 要面 か らみ れ ば券 売機 は 買換 え 需要 が主 で

　あ る。

2.3.2　 機器 メー カーへ の イ ンパ ク ト

① 開 発 ・設 計部 門

・新 機種 開 発 の活 発 化 に よ り,一 般 事 務機,商 業 事 務 機 分 野 では,電 子 系技術

　 者,ソ フ トウ ェア技 術 者 の人員 が増 加 してい る。 機械 系 人 員 の増 減 は ない。

・一 般 事 務機 の場 合,メ ー カー間 で短 期 開発競 争 が展 開 され て お り,開 発 力強

　 化 の ため システ ム ・エ ン ジニ ア と プ ログ ラマー の新 規採 用 が盛 ん で ある。 複

　 写機,フ ァク シ ミ リは光 学,化 学,機 械 技 術 等 に依 存 す る部 分 が多 く,在 来

　 技 術者 の減 少 は ない。 た だ し,新 規 採 用者 へ の製 品技 術 教 育 に約2年 を要 す

　 るた め,開 発 必 要 人 員 を確保 す る上 で在来 技 術 者 へ の ソ フ ト技術 再 教 育 が積

　 極 的 に行 わ れ て い る。

・商 業事 務 機 の市 場 競 争 は数年 来 続 き,低 価格,一量 販 に よ リメー カー の上位 集

　 中化 が定 着 して い る。

・ある上位 メー カー で は.'5年 前 に比 較 して開 発 ・設 計 人 員 は約2倍 に増 加

　 し,新 しい人 材 は す べ て電 子 系技 術 者 で あっ た。"　 と報 告 して い る。 特 に シ

　 ス テ ム エ ン ジニ ア とプ ロ グ ラマー が必 要 とされ た。

・機械 系技術 者 は,現 在 開 発 部 門全 体 の2割 位 に な って い るが,過 去5年 間 で

　 の増 減 は なか った と言 わ れ る。

・POSシ ステ ムへ の移行 過 程 で更 に人員増 が予 想 され て い るが,開 発 競争 が

　 続 くか ぎ り,ソ フ トウ ェア技 術 者 の採 用 は続 くと見 られ て い る。
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・人材 不 足 に備 え,回 路 設計,回 路 組立 人 員 を ソ フ トウェア技 術 者 に転 換 した

　 り,シ ステ ム ・エ ン ジニ ア リン グ部 門 を新 設 し,企 業 内及 び関 連 業者 へ の技

　 術 教 育 を実 施 す るな どの 対応 策 が 講 じられ て い る。

・駅 務 自動 化 機 器 の場 合 ,需 要 が 安 定 的 で あ る上 に,メ ー カー,ユ ーザ ー と も

　 に限 られ て い るた め,劇 的 な変 化 は起 こって い ない。

・マ イク ロ コン ピ ュー タ応 用 に あ たっ て は社 内 の電子 技術 者 を再 教 育 し,ソ フ

　 トウ ェア技 術者 に転換 さ せ たが,,外 部 か らの人材 採 用は行 っ てい ない。

② 　製 造 部 門

・部 品 の集 約 化 に よ リ工 程 短 縮 ,工 数 減 が発 生 し,ま た検 査 工程 が簡 略 化 され

　 た。 これ に よ り製造 部 門 の人 員 に若干 の増 減 が見 られ るが,機 器 の種 類,需

　 要 との関係 に大 き く左右 され て い る。

・一 般 事 務機 では需 要 増 に もかか わ らず ,工 程 の短縮,設 備集 約 化 に よリ工程

　 作 業 人員 は多 少減 少 してい る。検 査工 程 では検 査 は簡略 化 したが,化 学,光

　 学,機 械 等 在来 技 術 分 野 に人 を要 す るた め人員 減 は ない。 仕事 量 の増 加 に耐

　 え られ る生 産 体 制 が と られ て い る。

・商業 事 務機 は ,複 写機 や ファ ク シ ミリに比 べ よ り電子 的 で あ り,工 程 での単

　 純 作 業 の大 幅 削 減 と と もに,自 動 化 が進 め られ て い る。 工 程 作業 者 は非熟練

　 労 働 者 に とって か わ り,パ ー トタイ ム労 働 者 で対応 で きる よ うに な った。 従

　 来 の作 業 者 は,配 置 転換 に よ り他 の生 産 ラ イ ンに移 るか,新 しい職 務 につ い

　 て い る。 なお検 査 工程 は簡 略 化 さ れ たが人 員 の変 動 は ない。

・駅 務 自動 化機 器 は ,在 来 の生 産 ラ インで工 数減 が発生 して い るが,同 時 に ソ

　 フ トウェア技 術者 を要 した た め,人 員数 には変 化 は ない。 現場 レベ ルでは従

　 来 の ブル ー カ ラー とホ ワイ トカ ラーの区 別 が な くなって きて い る。

③ 販 売 ・メンテ ナ ンス部 門

・将 来 の事 務 シス テ ム 化 傾 向 に備 え ,単 品販 売 か ら,シ ステ ム志 向販 売 へ と

　 意識 の転 換 が は か られ て い る。 これ に よ り,ユ ーザ ー業 務 の知 識 とマ イク ロ

　 コ ン ピ ュー タ応 用 機 器 の知 識 の 必要 性 が高 ま り,エ ン ジニア リン グ教 育 が盛
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驚

　 ん に なっ て い る。 需 要増 に よ り全 般 に人員 は増 加 してい る。

・一 般事 務 機 の場 合 ,販 売 競 争 が激 化 して お り,販 売 員 の強 化,質 の向上 が 急

　務 とされ て い る。 製 品 の流通 は,自 社 系 列 の 販売 代理 店経 由が 多 く,代 理 店

　へ の教 育 も活 発 に行 わ れ て い る。

・メンテ ナ ンス回数 は大 幅 に減 少 してお り
,か わっ て メ ンテ ナ ンス要 員1人 当

　 リサ ー ピス台 数 が急 増 して い る。 メ ンテ ナ ンス そ の ものは簡 略 化 され て い る

　が,サ ー ビス ・レベ ル を低 下 させ ない た め シス テ ム教 育が必 要 と され る。

・商 業事 務 機 は新 市場 開拓 時 期 で あ り
,販 売人 員 は増 加 して い る。 少量単 品販

売 か ら大 量 システ ム販 売 に移 行 す る中 で技 術 力 を もった人 材 が 必要 とされ る
。

・駅務 自動 化機 器 で は ,市 場 が限 定 され て お り,販 売 方式,メ ンテ ナ ンス方式

　と も従 来 どお りで あ る。

2.3.3　 関連 業 者 へ の イ ンパ ク ト

・大手 事 務 機 メー カー と電 機 メー カーの 市場 占有率 が高 まっ てお り既 存業 者

　 (メ ー カー)に 少 な か らぬ影 響 を与 え て い る。

・一 般事 務 機 は現 在 が競 争 時 代 で あ り
,他 業 種 か らの市場 参 入,撤 退 が 目立 っ

　てい る。 但 し既 存業 界 に マ イ ナス影 響 が 発生 す る には至 っ て い ない。

・商 業事 務 機 の場 合
,は か り,ECRは す で に上 位集 中化 が定 着 し,既 存 の は

　か り業 界 やECR開 発の 遅 れ た企 業 の経 営 悪 化 を もた ら してい る。

・POSシ ス テ ム機 器 は新製 品 で あb
,異 業 種 間 の開 発競 争 が展 開 さ れ て い る

段 階 で あ る。 参 入 企業 は,電 機 メー カー,通 信 機器 メー カーが 主 で あ る。

・従 来 の機 械 部 品供 給 メー カーや
,修 理 費 に依 存 して い た販 売店 な どの仕 事量

が減 少 して お り,特 に は か り業 界 で影 響 が大 きい。

・応 用機 器 メー カー の販 売 代理 店 で エ ン ジニ ア リン グの変 革 が 起 こ
っ てお り,

また需 要増 に伴 い,代 理店 で も人 員増 加 傾 向 に ある。 な お ,こ の分 野 で の エ

　ン ジニ ア リン グ教 育 は メー カー負担 で行 わ れ て い る。
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2.3、4　 ユ ー ザー 企業 へ の インパ ク ト

・旧式事 務 機 は価 格 面 ,性 能面,維 持 費 の面 で新 機種 に代 替 され る余地 は十 分

　 あ る。 しか し,新 機 種 に よる人 員面 で の省 力化 効果 は,目 標 値 でみ て もさほ

　 ど高 くは ない。

・一 般 事務 機 器 の場 合 ,新 機 種 利用 に よ り作 業 時間 の短 縮,専 任 オ ペ レー ター

　 の不 要化 が 期待 され るが,通 常 のオ フ ィス業務 では作業 の分 化 はそ れ ほ ど明

　確 で は な く,生 産性 はは か りが たい。

・商業 事 務機 で は ,POS導 入 の場 合,大 型 量 販 店,百 貨 店 等 多数 の キ ャ ッ

　 シャ ーを か かえ て い る企 業 での生 産 性 は,ECRに 比 べ約20%向 上 と言 われ

　て い る。 但 し,小 型小 売 店 ある いは チ ェー ン店 での導入 の場 合,店 頭 に おけ

　る作 業 の 人 員面 での省 力効 果 は ほ とん どない。

・一 般 事 務機 ,商 業 事 務機 と も,ス タン ド ・ア ロン方式 で の導 入 では運 用 要員

　を必 要 と しない が,ト ー タル ・システ ムを構成 す る場合 には,ホ ス ト・コ ン

'ピ ュ日 夕部 分 に要 員 が必 要 で ある。

・駅 務 自動 化 機器 のユ ー ザ ー部 門 にお け る影 響 は
,改 札機 の普 及 に より顕 在化

す る と思 わ れ るが,現 状 では改 札 人 員 の人 手 不足 が顕著 な私 鉄企 業 で の導 入

が主 で あ り,こ れ ま での と ころ人 員減 には 至 って い ない。

2.4 .民 生 用 製 品 へ の 応 用

　 民 生 用 分野 では,家 電製 品 をは じめ,電 卓,時 計,ミ シ ン,玩 具 な どあ りと

あ らゆ る製 品 が マ イク ロ コン ピ ュー タの応 用 領域 となってお り,機 器 の性能 向

上,機 能 の複 雑 ・多様 化 が そ の操 作性 を損 うこ とな く実現 して い る
。

　 本 項 では,メ カ ト・ニ クス(機 械 の電 子 化)の 原 点 と言 わ れ る腕 時 計,マ イ

ク ロコ ン ピ ュー タ機 能 そ の ものの製 品 化 とい わゆ る カー ド式 電 卓
,並 び に マ イ

ク ロコ ン ピュー タが機 能 部 品 と して利 用 され 始 め た ミシンを取 りあげ たが マ イ

ク ロ コ ン ピュー タの応 用 に よる影響 が異 なっ た形 で,最 も顕 著 に現 われ て い る

た め で あ るo
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2.4.1　 全 体 動 向

・腕時 計 の電子 化(IC化)は,1969年 の アナ ログ ク ォー ツ時 計 の登 場 には

　じま る。 価 格 が高 く,普 及 ぱ ゆっ た り した ペー ス で進 ん だが,1975年,低

価格,高 性 能 の デ ジ タル クォ ー ツ登場 以 来,普 及 の速度 は急 速 に早 まっ た。

　マ イク ロ コ ンピ ュー タ応 用 に よるデ ジ タル ク ォー ツは精 度 向 上,操 作 の簡 便

性,低 価 格 化,多 機 能 化 を実現 したが,時 計 メー カー に とっ ては 部 品点 数 の

大 幅 削減 に よる工 数減,設 備集 約 化 が 達成 され た。

・カー ド式 電 卓 は,業 務 用 か ら民生 用 に移行 しパ ー ソナル ユー ズ と して,今 や

生 活 必 需 品 化 して い る。 マ イク ロ コ ン ピュー タの応 用 は,1977年 で あ り,

　そ れ に よ リメモ リー の大容 量 化,演 算 機 能 の多様 化,制 御 機 構 の充 実,多 機

　能 化 に加 え,低 価 格 化 が 一層 進 ん だ。1975年 に,電 子 回路 フ ィル ムの開発

　に成 功 し,生 産 ライ ンを 自動 化 したが,マ イ コンチ ップの採 用 に より,設 計

　か ら,生 産,検 査 ま で一 貫 自動生 産 が 可能 とな った。 これ ま で に電 卓 の需 要

　は一 巡 し,今 後 は安 定 的 に推 移 す る もの と予想 され て い るo

・ミシ ンの 電子 化 は,比 較 的遅 く,1975年 で あ リマ イク ロコ ン ピ ュー タの応

　用 は1979年 で あ る。 カム駆 動 装置 が マ イク ロコ ン ピュー タに置 き換 え られ

　 た ことに よ り,信 頼 性,耐 久性,消 音 化,模 様 縫 い の 多様 化 を実 現 した。 価

　格 は や や上 昇 気味 で あ り,需 要 の伸 び は ま だ未 知 数 で ある。

2.4.2　 機 器 メー カーへ の イ ンパ ク ト

① 開発 ・設 計 部 門

　 ・機械 製 品 と電子 系製 品 の両 方 を生 産 して い る時計,ミ シ ン メー カー では開

　　 発 設計 人 員 も混 合構 成 で あ るが,新 機種 開 発 は電 子 系 技術 者 が 主体 となっ

　　 てい るo

　 ・時 計 の デ ジ タル化 に さい し,機 械,精 密 系人 材 の再教 育 を行 い,一 方 では,

　　 情 報 処理 技術 者 の採 用 をふ や した。 マ イク ロ コ ン ピュー タ部 品 を内製 化 し

　　 た こ とに よ り,あ る メー カー では 現 在,電 子 及 び 情 報 処 理 技術 者 は,技
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　 　 術部 門 人材 の7割 を 占め る と言 われ る。 また,"ア ナ ログ思 考 の人 間 をデ

　 　 ジ タル思考 に変 え るの は,き わ めて 困難 で あ り,技 術 再教 育 に も限度 が あ

　 　 る"と 報 告 され てい る。

　 ・電 卓 で は,設 計 部 分 に も 自動 化 の波 が 押 し寄 せ て お り,人 員増 は ない。 技

　 　 術 者 は,新 規製 品 開発 に取 り くん で い る。

　 ・ ミシ ンの場 合 は,機 械 機能 部 分 が大 部 分 で あ り,機 械技 術 者 と電 子技 術者

　 　 に よる開 発 チ ー ムを結成 し,新 機 種 開発 に あ た って い る。 人員 は や や増 加

　 　 して い る。1970年 頃 か ら電子 化 時代 を 目指 して相当 の電 子 系 技術 者 を採

　 　 用 して きて お り,す で に10年 を経 て い るが,マ イク ロコ ンピ ュー タ採 用

　 　 時 に開発 技 術 者,管 理 者 を対 象 にデ ジタ ル技 術 教 育 を行 っ た。

② 　製造 部 門

　 ・時 計,電 卓 の生 産 ラ インは大 幅 に集 約 化 され た。 ミシ ンは,現 状 で は従 前

　 　 と変 わ って い な いo

　 ・時計 部 品 は,デ ジタ ル化 に よっ て吉 に 削減 され,生 産 ライ ンの人員 は大幅

　 　 に減 少 した。 メー カーで は,製 品 の多角 化 を進 め る ことに より配置 転 換 を

　 　 行 い,雇 用 を維 持 してい る。

　 ・電 卓 の ライ ンは,完 全 自動 化 さ れ,製 品検 査工 程 を含 め人 的介 在 は な い。

　 　 従 来 の作 業 者 は,新 機 器 ライ ンに配 置 転 換 され た。

　 ・ミシン の場 合,未 だ量 産体 制 には いっ てい な い た め,在 来 電子 ミシン と併

　 　 行 生 産 して い る。 需 要 が増 加 して も,人 員 を増 や さず設 備集 約 化 に よって

　 　 対 処 す る計 画 と言 わ れ る。

③ 販 売 ・メ ンテナ ンス部 門

　 ・時 計,電 卓 は 大量 生 産,大 量 販 売製 品 と化 した。

　 ・時計 は従来 高 額 商 品 で あ り,貴 金 属 店 ・専 門 店経 路 で販 売 して い たが,デ

　 　 ジ タル時計 に よ り,販 売体 制 に大 き な変 化 が 起 こってい る。 ま た,電 機 メ

　 　 ー カー の参 入 に よ り価 格 競争 が激 化 し,販 売 方法 その もの の改善 が迫 ま ら

　 　れ てい る。 人 員 的 に は現 在 の ところ変 化 は な い。
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・電 卓 の場 合 も同様 ・量 販 型販 売方 法 に切 りか え られ たが ,人 員面 では影 響

　は ない。

・ ミシ ンの場 合 は ,現 段 階 で の影 響 は ないo

2.4.3　 関 連 業者 へ の イ ンパ ク ト

・時計 の機 械 ・精 密 部 品 メー カー ,時 計 専 用 の工 機 ・工 具 メー カー に大 きな影

響 を及 ぼ し,ま た販 売 店 に も影 響 が及 ん で い る。

・時 計 の需 要 は増 えた が ,部 品,工 具 メー カーの仕 事 量 は大 幅 に減 少 した。 こ

れ に対 し,メ ー カー 系 列 の業 者 は,メ ー カー の製 品 多 角化 に協 力 し,協 力関

系 を保 っ てい る。

・時 計 の低 価 格 化 に よ り販 売 〔 一 ジ ンが下 が り,小 売 店 の収 益 が 低下 して い る。

従 来,修 理 代 に よる収 益 もあっ た が,デ ジ タル時 計 で は そ れ も発 生 しない た

　め時計 専 門店 で は,経 営 悪 化 の お それ が ある。

・電 卓 で は低 価格 競 争 の激 化 に より,メ ー カー の上位 集 中化 が お こっ た。 この

　た め,数 多 くあっ た電 卓 メー カー も,大 部 分 が 市場 か らの撤 退 を よ ぎな くさ

　れ て い るo

・ ミシンの場 合 ,部 品 の外 注率 が高 く現 在以 上 に電 子 化が 進 み マ イ コ ン ミシン

　の ウエ イ トが 高 ま っ た場 合 部 品 メー カー に与 え る影 響 が懸 念 され る。

2.5　 ま　 と　 め

　以 上 の ケー ス か らマ イ ク ロ コ ン ピュー タの応 用 が雇 用 上 に与 え る影 響 につい

て,全 体 的 結論 を導 き出 す の は早 計 では あるが,メ ー カー及 び ユ ー ザ ー に及 ぼ

す 影響 を人 員 の増 減 で表 わ し,増 加 を プ ラス,減 少 を マ イナ ス と して整理 して

み る と下 記 の よ うで あ る。
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メ　　 ー　　 カ　　 ー ユ　　ー　 ザ 　　ー

開　発
設　計 製　造 販 　 　 　売

メンテナンス
部 　 　品
メー カー

製　品　分　野
技術者

熟　練
作業者

単　純
作業者

○ 十 ○ △ 分析 ・計測機器 一 △ 一

十 △ 十 △ プロセス制 御機 器 △ △ 一

○ △ 十 十 製造自動化機器 一 △ △

○ △ ○ 十 一 般 事務機器 一 × ×

○ △ ○ △ 商業事務機器 ○(
POS) △ ×

十 △ 十 十 駅務自動化機器 一 一 ×

○ △ 十 △ 時　　　　　計 一 一 一

△ △ 　 十
.

一 電　　　　 卓 一 『 一

○ × × × ミ　　 シ　 　　ン 一 一 一

(注'li鷲=;》 ㌶;ごり1鐙
　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 ×　未知数

　　　　　 　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　 一　該当せず

〈 メー カー〉

　 ・マイ ク ロ コ ンピ ュー タ応 用 に よる影 響 は現 在 の と ころ機器 メー カー に顕 著

　　 で あ る。 ケー ス ・ス タデ ィの限 られ た範 囲 でみ れば開 発 ・設 計 部 門 で技 術

　　 転 換 と雇 用 増 が発 生 し,製 造 部 門 は総 じて人員 減,販 売部 門 は製 品需要 増

　　 に よ り人 員 増 加 の傾 向 に あ る。 部 品供 給 メー カーでは,応 用機 器 メー カー

　　 の部 品集 約 化 に よ り仕事 減 が 発生 して い る。

　 ・開 発部 門 の プ ラスの 傾 向 は,新 機 種需 要 に支 え られて お り,内 部 的 に は

　　　　 ・在来 技 術 者 の再 教 育,あ るい は 自己学 習 に よる新 技術 へ の転 向

　　　{
　　　　 ・新 規 採 用

　　 に よる対 応 が 全 ケー ス にみ られ る。 新規 に必要 とされ る技 術 は,デ ジタル

　　技 術 をベ ー ス と した情 報処 理 技術(ソ フ トウェア技術)で あ り,求 め ら'れ

　　る人材 は デ ジ タル思 考 の システ ム ・エ ンジ ニア と大 量 の プ ログ ラマー とさ

　　れ て い る。 企 業 内 技術 教 育 は 多 くは,外 部 に適 切 な ソフ トウェア実務 家養

　 成 機 関 が な い こ とに 由来 す る。 開発 部 門 の技術 者 は,自 社 内 の製造,販 売
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　　部 門 あ るいは 販 売代 理 店,メ ンテ ナ ンス子会 社 あるい は ユー ザ ー な どへ の

　　技 術 教 育 を もに なっ て い る場 合 が多 い。

　 ・在 来 技術 者 は,理 論 的 には 不要 とな るが,新 技術 の習得 に意欲 的 で ある。

　　 この ため技 術 転換 が 円滑 に行 わ れ,実 質的 な雇 用減 につ な が らない。

　 ・製 造 部 門 では ロー テ ー シ ョ ンが さ かん で ある。 需要増 に よ る人 員維 持 も見

　　 られ るが長 期 的 には 部 品集 約 化,設 備 集 約化 に よ り,減 少 が 明 白で あ る。

　　現 場 の ロー テ ー シ ョンは常 時行 わ れ て い るが,こ こで も作業 者 の再 教 育 が

　　行 わ れ,場 合 に よっ ては企 業 内職種 転 換 が は か られ る。

　 ・販 売部 門 の強 化 は,新 機 種 開発,需 要 増 に支 え られ た もの で あ り,企 業 の

　　戦 略 的要 因 が 強 く働 いて い る。

　 ・部 品 メー カー へ の影 響 は 応 用機 器 の電子 化 レベ ル に左 右 さ れ るが,い ず れ

　　 にせ よ部 品集 約 化 に よる何 らか の影 響 は ま ぬが れ られ ない。 多 くは技 術転

　　換 に よ り対処 す る しか な く,応 用機 器 メー カー の技術 指 導 を あお いで い る。

〈 ユ ーザ ー〉

　 ・全般 に ユー ザ ーへ の影 響 は人 員 減 で ある。 限 られ た分野,例 えば,測 定,

　　 計 測,分 析,計 装 技 術 者へ の影 響 が 比較 的顕 著 に表 われ る可 能 性 が あるが,

　　 ユ ーザ ー企 業 の 省 力 化努 力 は,将 来 の 人員 増 を抑 え る方 向 に働 き現状 人 員

　　 の減 少 を もた らす もの で は な い。 人員 は ほぼ 自然趨 勢 で減 少 推移 す る と予

　　 想 され てい る。

　 ・事務 機 ユ ーザ ーへ の影 響 は今 の と ころ未 知数 で あるが,機 器 の導 入 は将 来

　　 の人 員増 を抑 え る方 向 に働 くもの と思 われ る。
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皿 マイクロコンピュータの応 用 に よる雇用 変 化 の想 定

は じ め に

　 本 章 は,事 例調 査 結 果 で得 られ た個 別 企業 の雇 用 上 の変 化 の傾 向 を参 考 と し,

また応 用機 器 の機 能 向上,省 力 効果 等 の情 報 を も とに,マ イ ク ロ コン ピュー タ

の雇 用 へ の影響 の職種 別 将 来 展望 を試 み た もの で あ る。

　 マ イク ロコ ン ピュー タの応 用 が本格 化 した機 器 が 少 な く,ま た,本 格 化 して

いて もま だ2～3年 の経 緯 で ある ため,対 象 と した 職種 は サ ン プル の範 囲 で あ

り,ま た全体 に憶 測 の域 を出 て い ない。 この結果 に よ り,雇 用へ の影 響 を総合

的 に見 る こ とは で きな いが,個 獅の ケース の仮説 に よ り応 用 機器 の開 発 ・普及

が急 速 に進 ん だ場 合 に起 こ り うる変 化 につ いて検 討 す る上 で参 考 となろ う。

　 なお,雇 用上 の変 化(具 体 的 には増 減)が 生 じない と判 断 され る機 器 につい

ては,そ の利 用 環 境 を分 析 し,考 察 を試 み てい る。

ろ.1　 情報処理技術者の推移

① 予測の前提

　 a)情 報処理技術者 の範 囲 を次 のとお りとす る。

　 　 　 ・ シ ス ァ ム エ ン シ ニ ア

　 　 　 ・ シ ス テ ム ア ナ リ ス ト

　 　 　 ・ プ ロ グ ラ マ ー

　 b)情 報処 理 技 術者 を 次 の2つ の カテ ゴ リー に分 類 す る。

　 　 　 ・開 発技 術 者(ア プ リケーシ ョン ・ソフ トウェア ・エンジニア:ASE)

　 　 　 ・利 用技 術者(ユ テライゼLシ ョン ・ソフ トウェア ・エンジニア:USE)

　 c)汎 用 コン ピ ュー タ等 の需 要 拡 大 に伴 う利 用技 術 者(従 来 の 情 報処理 技 術

　 　者)は,昭 和47年 度 より昭 和60年 度 末 まで年 平 均伸 び率12.0%で 推移

　 　す る と予測 され い る(昭 和51年7月,産 業 構造 審議 会 情報 産 業 部会 の予
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　 測 に よる)。 本 予 測 にお け る汎 用 コ ンピ ュー タ等利 用拡 大 に よる利 用技 術

　者 の増 加 は,こ の指 標 に よる もの とす る。

〈 仮説 〉

　 ・情 報 処理 技 術 者 総 数(全 業種)80,310人(昭 和50年 国勢調 査 ベ ース)

　 ・昭和50年 時 点 情 報 処理 技 術者 の 内訳 を次 の とteり とす る。

　　　轡 燃 旙 ㌶ 隠::::::
　 ・昭和60年 時 点 ま で のそ れぞ れ の年 平 均伸 び率 を次 の とbり とす る。

開発技術者

利用技術者

②　予 測 結 果

ケース(1)年 平 均 伸 び率15%(最 小)

ケー ス(2)　 　 　 〃　 　　 25%(中 間)

ケー ス(3)　 　 　 〃　 　 35%(最 大)

ヨ ー 一

　上記仮説 に よる昭和60年 時点 までの情報処理技術者の推移は下記の とお り

である((社)日 本能率協会総合研究所 推計)。

情報処理技術者 の推移(推 定)

(単 位:1,000人)

50年

実 　 績

60　 年　予　測　値

ケ ー ス(1) ケ ース②
,

ケ ー ス(3)

開 発 技 術 者 321 131.7 2988 6457

利 用 技 術 者 4&2 14⑨9 14{L9 1499

合　　　計 803 281.6 44&7 7956

参考資料 ① 「国勢調査報告 」 総理府統計局

　 　　　 ② 「昭和60年 度における我が国の情報化及び情報産業の

　 　　　 　　計量予測 」　産業構造審議会
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情報処理技術者 の推移(推 定)

(単 位:1,000人)

(1,000人)

800

700

600

500

400

300

200

100

0

　 　 　 795.6

　 　 　 1

　 　 /

　 /

/

　　　　　　　　　　　　　 /

　　　　　　　　　ケース(3)/

　　　　　　　　　　　 /

　　　　　　　　　　/　 　 　 　 　 　44&7

　　　　　　　　　!　 　　　　　　,/　　　　　　　
/　 ‥ ス②,/

　　　　　　 /　 　　　　,/　　　　　
/　 　 　,/　 　 　 　　281.6

　　　　 /　 ,/　 ケづ ω〆z　　　 /　
z/　 　!!'8影

:乙/　 　 }..利聴

開 発 技 術 者

ケ ー ス(1)　 131.7

ケ ー ス(2)　 29&8

ケ ー ス(3)　 6457

50年 60年

　 全業種 を含 め た情 報 処理 技 術 者 総数 は,昭 和60年 時点 で最 大795.6千 人,

最 小281.6千 人 と推定 され る。 昭 和50年 時 点(80.3千 人)に 対 して最 高715.3

千人 増 で あ り,総 数 に 占め るマ イク ロ コ ン ピュー タ応 用技 術 拡 大 に よ る開 発

技 術 者 は645.7千 人 と推定 され る。 最 小 で見積 った場合 で も昭 和50年 時 点 に

対 して201.3千 人 の増 加 で あb,開 発技 術 告 は総 数 の うち131.7千 人 と推 定 さ

れ るo

5.　2　 工程 作 業 者 の推 移

① 予測 の 前提

　 a)工 程 作 業者 が 影響 を受 け る応 用 機 器 メー カー の範 囲 を次 の と;ts・　bと す る。

　 　 　 ・一 般 機械 器 具製 造 業

　 　 　 ・電 気 機械 器 具製 造 業

　 　 　 ・精 密機 械器 具 製 造 業　 　 　　 '
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b)工 程 作業 者 数 は,下 記2つ の条 件 で変 化 す る もの とす る。

　 イ)マ イ ク ロコ ン ピ ュー タ応 用範 囲 の広 が り(¶ 工程 適 用率"と 呼ぶ)

　 ロ)部 品集 約 化 に よる生 産 性 向上('生 産性 向上 率"と 呼 ぶ)

〈 仮 説 〉

　 ・3分 野 の工 程 作 業 者総 数 　 　 　 1,884千 人(昭 和50年 国勢 調 査 ベ ー ス)

　・・3分 野 の 昭和60年 ま で の労 働 力需 要 　年 平 均伸 び率2.6%

　 　　 　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　 (産 業構 造 の長 期 ビジ ョン)

・昭和60年 時 点 工 程適 用 率

　　 ・被影響分野の生産性向上率

　　　　一般機械器具製造工程作業者

　　　　電気機械器具製造工程作業者

　　　　精密機械器具製造工程作業者

②　予 測 結 果

ケ ー ス(1)

ケ ー ス(2)

ケ ー ス(3)

20%

30%

50%

30%(最 小)

50%(中 間)

70%(最 大)

　上記仮説 に よる昭和60年 時点 までの工程作業者 の推移は下記 の とおbで あ

る((社)日 本能率協会総合研究所推計)。

　　　　　　　　　　　 工 程 作 業 者 の 推 移(推 定)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (単位:1,000人)

実　績　値 60　 年　予　測　値

45年 50年
労 働 力

需　　要

工　程　適　用　率

ケ ー ス(1)

30%

ケ ー ス(2)

50%

ケ ー ス(3)

70%

工程作業者総数 2061 1,884 2,430 2223 2087 1,948

一般機械作業者 796 739 953 896 859 830

電気機械作業者 1,056 929 1,198 1,096 1,018 946

精密機械作業者 209 216 279 273 210 182

参考資料 ① 「国勢調査報告 」 総理府統計局

　 　　 　 ② 「産業構造の長期ビジ・ン」(昭 和53年 度版)

　 　　 　　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　　 　 産業構造審議会
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エ 程 作 業 者 の 推 移(推 定)

万人

240

220

200

180

160

(単 位:万 人)

45年

(実績)

50年

　 　 　 　 　 マイクロコンピュータ

　 　 　 　 　 応 用 に よる雇 用減

　 　 　 　 　 　 ケ ース(1)　21

　 　 　 　 　 　 ケ ース(2)　34

1　 　 ケース(・)48
195万 人(誤 用増対50年

60年

　 昭 和60年 時 点 での応 用 機器 メー カー にお け る製造 工 程作 業者 は,労 働 力需

要 に よ る自然 増 加 で243万 人 に達 す る と推定 され るが,製 品 へ の マ イク ロ コ ン

ビ=一 夕応 用 分 野 の拡 大 に よリ工程 適 用率 が最 大 の場 合 で48万 人(ケ ース(3)) ,

最 小 に見積 っ て も21万 人(ケ ー ス(1))分 の(名 目)雇 用減 少 を もた らす と予

想 さ れ る。 昭和60年 時 点 作業 者 数 は 工程 適 用率 が最 大 の場 合 で約195万 人 で

あ り,昭 和50年 時点 作 業 者数 に対 して7万 人(3.7%)の 増 加 となるが,過 去

の推 移 を考慮 し,か つ設 備集 約 化 の動 向 を加 味 す るな らば実 質 的 な雇 用 は減 少

傾 向 をた どる もの と思 わ れ る。

5.5　 販売 業 務就 業 者 の 推移

① 予測 の前提

　通 産 省 の 流通 近 代 化計 画 に よれ ば,昭 和60年 時 点 でPOSは 普 及期 を過 ぎ,

発展 期 にか か る と予想 され てい る。 ここでは 昭和60年 時点 を発 展期 と仮 定 し,

次 の仮 説 に基 づ き影 響 を予 測す るo

〈仮 説 〉

　 ・POS普 及分 野 　 　百貨 店(総 合 スー パ ー を含 む)
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　 ・販売業務就業者数　 　　　 260,000人(昭 和50年 国勢調査ベース)

　 ・昭和60年POS普 及率 　最大　 50%　 　 最小30%

　 ・昭和65年POS普 及率 　最大100%　 　 最小50%

　 ・労働 力需要　　　　　　　年平均o.9%(産 業構造 の長期 ビジョン)

　 ・被影響分野 の職業 とPOSに よる生産性向上率

　　　　　　　　　　　　　　 一般事務員　 25%

　　　　　　　　　　　　　　 会計事務員　 20%

　　　　　　　　　　　　　　 販 売 店 員　 10%

② 　予 測 結 果

　上記仮説に よる昭和60年 、65年 時点までの販売業務就業者 の推移 は下記 の

とお りである((社)日 本能率協会総合研究所推計)。

　　　　　　　　　 百貨店販売業務就業者 の推移(推 定)

(単 位:1,000人)

実　績　値 60年 予 測 値 65年 予 測 値

1

45年 50年
労働力

需　要

普 及 率

30%

普 及率

50%

労働力

需　要

普 及率

50%

普 及率

100%

A　 百 貨 店就業者計

1

　 244 315

1

　 343 332 326 359 340 320

B　 販売業務就業者計

■

　 194 260

1

　 283 272 266 296 277 257

一 般 事 務 員

会 計 事 務 員

販 売 店 員

28

19

147

36

30

194

39

33

211

36

31

205

35

30

201

41

34

221

36

31

210

31

27

199

販売業務就業者比率畝 795 825

.

　 825 8L9 81.6' 825 81.7 8α6

　 　 参考資料:前 掲による。

　 百 貨店 販 売 業 務 におけ るPOS普 及 に伴 う販 売業 務 就業 者 の雇 用 は,今 後 の

要 員 需要 を加 味 した場 合,昭 和65年 時点 で,最 大 で39,000人 の減 少(省 力

効 果),最 小 で19,000人 の減 少 とな る。

　 昭和50年 時 点 との比 較 に よる実 質 的 な減 少 は,昭 和65年 時 点 普及 率 を

100%と 見積 っ た場 合3,000人(△1.2%)で あ り,普 及 率 を50%と す れ ば約

一28一



17,000人(7%)の 増 加 が 見 込 ま れ る 。 昭 和60年 時 点 の 予 測 値 で は,普 及 率

50%の 場 合 で6,000人 増 加,約2.3%増,普 及 率30%で は1　 2,000人 で4.6%

千 人

290

280

270

260

250

240

230

220

210

200

190

獅 万人
マイ,増 及

　 　 　 に よる雇用減

　 　 　 　 最大39,000人

　 　 　 　 最小19,000人

　　　　 ⌒

㌦ 嚇c

百貨店販 売業務就業者の推移(推 定)

45年 　 　　　 　5'0年　 　　　 　 55年

の人 員増 加 が 見 込 ま れ るこ とに な る。

60年 65年

5.　4　 検 針 要 員 の推 移

① 予測 の前 提

　 　 三 公共 事業 の メー ター数

53噺 朧i 約4,000万 メ ー タ ー

約2,500万 メ ー タ ー(簡 易 ガ ス も 含 む)

約3,500万 メ ー タ ー
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各事業 の検 針回数 と検針要員数 の推定

＼ 検針回数/年 　　　　　　検針員1人 当り

(主 メーター)　 　　　　　 検針数/日
稼動 日数/月

電気事業

ガス事業

水道事業

12回 　　 　　　　　　 　　　250

6回 　　 　　　　　　 　　　200

6回 　 　 　　 　 　　 　 　　120

22日

22日

16日

電気事業検針員

ガス事業検針員

水道事業検針員

(4,000万 ×12回)÷(250メ ーターX22日 ×12ヵ 月)=

(2500万X　 6回)÷(200メ ー ター ×22日 ×12ヵ 月)=

(a500万 ×　 6回)÷(120メ ータ ー×16日 ×12カ 月)=

7,270人

2840人

9,110人

計 =19 ,220人

　 〈仮 説 〉

　　　・メー ター数 の増 加率 　 　 　 　 　 　年平 均3.0%

　　　・稼 動 日数 減 少 予想 　 　 　 　 　 　 　電気 ・ガス　 22日 →20日

　　　・1985年 の テ レ メー ター普 及率 　最大 　 30%　 　最 小 　 10%

　　 ・1990年 の テ レメー ター普 及率 　 最大 　 60%　 　 最 小 　 30%

②　 予 測 結 果

　上 記 仮説 に よる昭 和60年,65年 時 点 までの検 針 要 員 の推 移 は下 記 の とおb

で あ る((財)電 気 通 信 総 合 研究 所 推 計)。

検 針 要 員 の 推 移(推 定)

60年 65年

現在雇用者数　　　　　　 19220人 25,240人 29260入

テ レメー ター普 及後(最 大 の ケ ース) 17,660人 11,700人

テ レメ ー ター普 及 後(最 小 の ケ ース) 22710入 20,480人

一30一



　 人

30,000

25.OOO

20,000

15.000

10,000

5000

z9千 人

54年: 60年

＼ 　　L2千人

　　＼

165年

マ イ コン普 及 に伴 な う雇用 減

　 (最 大17S60人 　 最小&780人)

実 質 雇用 減

　 (最 大75　20人 最 小 △1.260人)

　 三 公益事 業 にお け る マ イク ロ コ ン ピュー タ普 及 に伴 う検 針 員 の雇 用 減 は今 後

の需 要増 加 を加味 した場 合最 大17,560人,最 小8,780人 で あ る。 実 質的 な減

少 は,普 及 率 を最 大 と見積 もっ た場 合(マ イ クロ コン ピュー タの コス ト低 下 が

極 め て大 きい場 合),現 状 の約40%で 人員 に して7,500人 とな る。 普 及率 を最

小 と した場 合 実質 的 に は現状 の 約7%程 度,人 員 に して1,260人 程度 の増 加 が

見 込 ま れ る。

5.　5　 オ フ ィ.ス ・ワー カー の雇 用変 化 の考 察

① 　 考 察 の対 象

　 本 項 で は事務 機 械 を経 由 しての マ イク ロエ レク トロニク ス の雇 用 に対 す る影

響 を考 察す る(㈱ 旭 リサ ー チ セ ン ター考 案)。

　 ・普 及 が 飽和 に近 い もの …… 複 写機,マ イク ロ フ ィル ム

　 ・普 及 しつ つ あ る もの … …… ファク シ ミ リ,オ フ ィス コ ン ピ ュー タ

　 ・今 後普 及 す る もの　 　 　 　 ワー ドプ ロセ ッサ

② 事務 機 械 の利 用 動 向

　 1985年 にお け る事 務 所 の機 械 化 に つ いて 日本 の ユー ザ ーは,下 図 の よ うに
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み てい る(JIPDEC「 情 報処 理 動 向調 査 」 よ り)。

　 　3

　 (o.6)

⑤ ま った く予 想 で き な い 。

①事業の省力化はほぼ限界
　に来ており、今後 とも間
　接人員は増え続ける。

23
(4.7)

野の機械化が進み、回答者数

膿 魏 竺 ・89人
　　　　　　　　　 (%)

　 (o.4)

④ ほ とんどの事 務 が 自宅で端 末機 で
　 行 えるように な り、 現在 の形 の オ

　 フ ィスは姿 を消 す 。

＼

　
と
が
で
員
ま

　
　

大
化
形
人
の

。

　
　

増
減
う
接
状
る

　
　

の
機
合
間
現
す

ー
・η

量
の
見
し
ぼ
移

34
69

業
務
ぼ
展
ほ
推

(

事
事
ほ
進
は
ま

　
　

②

オ フ ィスの将 来 の変 化

この結果に よれば,事 務所要員数 の減員に機械化が影響す るとみている もの

は回答の÷ で ある.勘 の÷ は, 現状 の ま ま推 移 す る もの と考 え て いる。

ここで注 意 す べ きは,減 員 に影 響 す る も¢)は 「新 しい分 野 の機 械 化」 に よる

もの とされ てい る ことで あ る。 つ ま り,既 存 の 商 品 の普 及 に よる もので は ない。

③　各 論

本 項 の 冒頭 に示 した商 品 につ い て検 討 す る。

a)複 　写　 機

現 在,複 写 機 の 利 用 形 態 は,専 用 オ ペ レ ー タ ー が な く,し た が っ て,か り

に機 械 の性 能 が 向上 して も,こ れ に よって浮 く事 務職 員 の 時 間 は,他 の業 務

に振 りかえ られ る こ とに な るo
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　 こ の結 果 に よれ ば,事 務 所要 員 数 の減 員 に機 械化 が影 響す る とみ てい る もの

は回 答 の%で あ る。 残 りの%は,現 状 の ま ま推移 す る もの と考 え て い る。

こ こ で注 意 す べ きは,減 員 に影 響 す る ものは 「新 しい分 野 の機 械化 」に よ る も

の とされ て い る こ とで あ る。 つ ま り,既 存 の商 品 の普及 に よる もの で は ない。

③ 　各論

　 本 項 の 冒頭 に示 した 商 品 につ い て検 討 す る。

a)複 写機

　 現在,複 写 機 の 利用 形 態 は,専 用 オペ レー タが な く,し た が っ て,か りに機

械 の性能 が 向上 して も,こ れ に よっ て浮 く事 務職 員 の時 間は,他 の業 務 に振 り

か え られ る こ とに なるo

b)マ イク ロフイル ム機器

　 マ イク ロ機 器 は,物 理 的 効率(占 有 空 間)は 高 め るが人 間的効 率(撮 影,検

索)に は 貢献 しない。この欠点 を除 去 し うる技 術 的 改 良 を行 うこ とは 困難 で あ

るo

C)フ ァ ク シ ミ リ

　 7ァ ク シ ミ リの利 用 は,

　　 (イ)　電 話,郵 便 の代 替

　　 (ロ)テ レ ック ス,テ レ タ イプの代 替

と して行 われ る場 合 が 多 い。・

テ レック ス,テ レ タイ プで送 られ る情 報 は,

　　 (イ)　一 般通 信文

　　 (ロ)伝 票類

で あ る。 しか しこれ らが ファ ク シ ミ リへ と移 行 した場合,省 力 の効 果 が表 面 化

す る可能 性 は低 い。 なぜ な らば,(イ)は 省 力の 可 能性 はあ る が,そ の量 は少 な く・

回 は省 力 の可 能性 が ない た め で ある。 伝 票類 は最 終 的 に は コン ピ ュー タに入 力

され るわ け で あ り,か りに 端末 側 が省 力 され て もそ の負 担 が コ ンピ ュー タセ ン

ター に移 行 す るの み で あ る。
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　 (社)日 本電 子 工 業 振興 協 会 の調 査 に よって も,

削減 に求 め た もの は少 い。 これ を下 図 に示 す。

フ ァ ク シ ミ リ導 入効 果 を要 員

1.経 済 性 の 向 上

2.迅 　 t'1速　 　性

3.確 　 　実 　 　性

4.省 　 　力　 　化

5.事 務 能率 の向 上

　 原 稿 をナ マ の ま6
.　 ま送 れ る忠実 性

7.そ 　 　の 　 　他

52

106

103

79

75

一2

137

フ ァ ク シ ミリ導 入効果

d)　 オ フ ィス コ ン ピ ュー タ

　 オ フ ィス コ ン ピュー タ を導 入 す る事 業 所 は,規 模 が小 さ く従 業 員 の職 務 は

大 企 業 ほ ど分 化 し て な い。 した が っ て,オ フ ィ ス コ ン ピ ュ ー タ の 導 入 は

か な らず し も要 員 削 減 を と も な う もの で は な い 。

e)　 ワー ドプ ロセ ッサ

　 ワー ドプ ロセ ッサは,新 しい 分野 の機 器 で あ る。 しか し,ワ ー ドプ ロセ ッサ

の 需要 予 測 は,過 去 の実績 値 が ない だ け に困難 で あ る。 わ ず かにJIPDECが

ユー ザ ーに対 して1985年 の状 況 につ い て ア ン ケー トを試 み た ものが あ る。 こ

れ を次 図 に示 す。
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5①

　(1.1)事 務 机 のほ とん どが 事実 上 の ワ ー ドプ ロセ ッサに なる。
14②

(3.・o)各 企 業 のほ とん どの部 署 に設 置 され る。

　 76

(16.1)

③ 各企 業のほ と

　 ん どの事業 所

　 に設置 さ れ る

　 281

　 (59.7)

④ あるて い どは伸 びるが 普及 す るまで は至

　 らな い。

54

(1・1.4)

⑤ ほとん ど

　 期待でき
　 ない

　41

(&7)

⑥ まっ

た く予想

できない

10 20　 　　　　30　 　　　　40　 　　　　50　 　　　60　 　　　　70

　 日 本 語 ワ ー ド プ ロ セ ッ サ の 普 及 度

80　 　　 90　 　　　 100

　 〔回 答者 数 　471〕

　 これに よれ ば,ワ ー ドプ ロセ ッサが普 及 す る とい う見通 しを もつ もの は 回 答

老 の20%に す ぎない。

こ こ では,大 多数 の 回答 者の 意 見 に従 って ワー ドプ ・セ ッサの 普 及 は ない と し

て お く。

④ 　 ま とめ

　 ☆ 　 複写 機

　　　 ・現在,普 及 は飽 和状 態'

　　　 ・今 後 は 買換 需要 が主

　　　 ・した が って,事 務職 員 に影 響 な し。

　☆　 マ イク ロ フイ ルム機器

　　　 ・現在,将 来 と もに普 及 は低 調(技 術 的改 良 に よる普及 増 も望 み薄)

　　　 ・導入 し,有 効 利 用 をす る た め には増 員 が必 要。しか し増 員 を行 うほ どの

　　　　 魅 力 な し。

　　　 ・導 入 に よる減員 の可 能性 な し。

　☆　　フ ァク シ ミ リ

　　　 ・急 速 な成 長 が期 待 さ れ る。

　　　 ・増 大 分 の一 部は テ レ ックス,テ レ タ イプ よ り移行 す る。

　　　 ・ただ し,テ レック ス,テ レ タ イプの 要 員 の省 力は あ って も,専 任 オペ
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☆

☆

　 レ一 夕は 少 いの でそ れ が表 面 化 す る ことは ない。

オ フ ィス コ ンピ ュー タ

・急速 な成 長 が期 待 され る。

.導 入 企業 は,小 規模 で あ り,事 務職 員の機 能 分化は な い。 そ うした環

　 境 にお らて は省 力は 期 待 で き ない。

ワ ー ド プ ロ セ ッ サ

・当 分 は 普 及 し な い 。

・ し た が っ て,省 力 表 面 化 せ ず 。

以 上 の ように一 般 事務 機器 利用 面 においてはオフィス ・ワー カーに特 記 す べ き増

員,減 員は 認 め られず 、 近 い将 来 に おい て省 力効 果 が表 面 化 す る こ とは ない

で あ ろ う。
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レ

付 録1

調 査 協 力 企 業 一 覧 表

名 称

(順 不 同)

所 在 地

㈱

㈱

㈱

㈱

一

業

　

ル

ク

エ

気

・

∵

気

研

　
　

ウ

　

電

　
　

ア

　

電

理

　
　

ネ

　

　

　

フ

　

　

　

　

リ

っ

　

　

　

　

　

　

夕

立

・

通

　

京

ケ

　

武

士

タ

安

山

富

㈱

東

L

　
2

　
a

　
4

　
S

　
a ㈱

㈱

ノ

所

㈱

㈱

㈱

㈱

舎

㈱

㈱

㈱

プ

・

工

機

気

業

工

　

　

　

通

　
　

電

工

　

タ

精

　

　

　

　

精

一

　

　

　
　

電

浦

信

　

　

　

　

　

　

　

二

　

京

岡

　

　

　

士

　
　

芝

通

.

東

寺

　

石

京

下

篇

シ

㈱

㈱

官

立

東

松

㈱

τ

&

軌

o

■

2

3

4

　

　

　

1
凸

　
　

-
凸

　
　

-
凸

　
　

-
凸

　
　

1

業

業

エ

ェ

　

真

一　

写

ザ　

六

ラ

西

ブ

小

口

品

　

一

　

ド

機

カ

　

一

電

ヨ

　

一

菱

ト

　

イ

三

㈱

7

　
&

-
■
　
　
-
ふ

㈱

㈱

　

↓

気

が

　

ム

電

巧

　

シ

本

↓

　

バ

日

ア

⑨

0

1

　
　2

東京都練馬区

東京都港区

東京都渋谷区

東京都日野市

東京都港区

東京都千代田区

大阪府大阪市

東京都港区

東京都大田区

神奈川県川崎市

京都府京都市

神奈川県川崎市

神奈川県横浜市

東京都江東区

愛知県名古屋市

東京都新宿区

東京都千代田区

東京都千代田区

東京都港区

東京都港区
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付 録ll 、
、

OECD/ICCP「 マ イ ク ロエ レク ト ロニ ク ス 生 産 性

雇 用 特 別 会 合 」 の 日本 政 府 ス テ ー トメ ン ト

　　　　　　　　　　 (通 商産業 省機械情報産業用電子政策課起草)

r

2

3

4

5

日本 の マ イ ク ロエ レク トロニ クス の生産 消 費 の概 況

日本 に おけ る 「マ イク ロエ レ ク トロニク ス論議 」

日本 の雇 用 動 向 と雇 用 慣 行

マ イ ク ロエ レ ク トロニ ク スの 雇用 に及ぼ す 影 響

今 後 の世 界経 済 に とっ て の マ イク ロエ レク トロ ニ クス の意 味

1.　 日 本 の マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 生 産 消 費 の 概 況

　 ま ず 最 初 に お 断 わ り し た い 点 は,日 本 に お い て は,　 「マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ

ク ス 」 な る 語 句 が 一 般 化 し て お ら ず,対 象 と す る も の に 応 じ て 半 導 体,エC,

マ イ ク ロ プ ロ セ ッ サ,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ(マ イ コ ン と略 称 さ れ る こ と が 多

い)な ど が 区 々 に 使 わ れ て い る が,以 下 で は 簡 単 の た め こ の 分 野 を 総 称 す る 時

マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス の 語 を 用 い る こ と と す る 。 な お,マ イ ク ロ プ ロ セ ッ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ロ
サ とは,論 理 素 子 で あb,こ れ に記 憶 素子,1/0用 イン タフ ェス素子 が組 合 わ

せ され た もの を通 常 マ イ ク ロ コ ン ピ ュー タ と呼 ん で い るo
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(参 考)

半導体

半導体素子

集積回路

ダ イ オ ー ド

ト ラ ン ジ ス タ

サ ー ミ ス タ

サ イ リ ス タ

フ ォ トダ イ オ ー ド

半導体集積回路(エC)

デジタルτ ぼ 一ラ

混 成集 積 回路(ハ イブ リッ ド)

(1)　 日本 の い わゆ るIC産 業 の 実情

　 (i)　 日本 のIC産 業 は.米 国 か らの技 術 導 入 に よ り,昭 和40年 代 前半 か ら

　 コ ンピ ュー タメー カーや 民 生 用電 子機 器(テ レ ビ,ラ ジオ 等)メ ー カーが 工

　 c製 造 を手 掛 け る こ とに よって 勃 興 した。 従 っ て エc企 業 の 多 くは垂 直統合

　 型 と な っ て い る が,最 近 事 務 機械 メー カー,自 動車 部品 メー カー等 従 来 の

　 エC企 業 とは 異 質 の企 業 がIC製 造 に参 入 す る よ うになっ て きて い る。

　 (参 考)

　 　 　大 手 メー カー　 　 　 　 日本 電気,富 士 通,日 立,東 芝,三 菱

　 　 　中堅 メー カー　 　 　 　 松 下,沖,シ ャー プ,三 洋

　 　 　新 規参 入 メー カー　 　 日本 楽 器,精 工 舎,日 本電装

(ii)外 資系 企 業 は,資 本 自由化 以 降,米 国 の専 業IC企 業 を中心 に 日本 へ積

極 的 に進 出 して きてお り,主 と して米 国 か らの輸 入販 売 を行 っ て い る。

(参 考)

　 　工場 を有 す る メー カー… … テ キサ ス イ ンス ツル メン ト
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デ ザ イ ンセ ン ター を 有 す る メ ー カ ー … … イ ン テ ル,モ ト ロ ー ラ,モ ス テ ッ ク

販 売 の み の メ ー カ ー 　 　 　 　 　 　 　 AMD・ イ ン タ ー シ ル

(iii)　日本 の エC産 業 の技 術水 準 は,新 製 品開 発 力 に お いて米 国 よ りなte劣 る

面 が 認 め られ るが,品 質 管 理 等 生産 技 術 に お い ては世 界 の トップ レベ ル に あ

る と考 え られ る。

(参 考)

ICの 生 産 額(数 量)推 移

単位囎 万個)

年 1974 1975

　 　 　 　 、

1976 1977 1978

半導体 工c
　1,099

(306)

　1,047

(307)

　1,767

(625)

　1,852

(758)

2517
(1,120)

リニ ア
　　316

(154)

　　271

(153)

　　589

(373)

　　648

(437)

　　791

(608)

バ イ ポ ー ラ デ ジ タ ル
　　314

(106)

　　223

(　 79)

　　316

(120)

　　354

(171)

　　409

(262)

MOS
　　 469
'C　 46)

　　553

(　 71)

　　857

(131)

　　850

(150)

　1,317

(250)

混成 工c
　　156

(　 34)

　　129

(　 27)

　　209

(　 42)

　　233

(　 45)

　　297

(　 56)

薄　膜
　　　52

(　 　 7)

　　　38

(　 　 4)

　　　53

(　 　 6)

　　 　51

(　 　 5)

　　　57

(　 　 3)

厚　膜
　　104

(　 27)

　　　91

(　 23)

　　156

(　 36)

　　182

(　 40)

　　240

(　 53)

計
　1,255

(340)

　1,176

(329)

　1,971

(667)

　2085

(803)

2814
(1,176)

対 前 年 比(%)
　 111.7

(107.9)

　　937

(97.0)

　167.6

(2027)

　105.8

(120.4)

　 135.0

(146.5)

出所:通 産省　機械統計

(2)　 日本 の マ イク ロコ ン ピ ュー タの生産 ・消 費 につ いて

　 (i)　 日本 の電 卓 メー カーの 電卓 用 チ ップの開発 依 頼 が きっ か け となって,

　 1971年 に米 国 イ ンテ ル社 で世 界最 初 の マ イク ロ コ ン ピュー タ(以 下 マ イ コ

　 ン と略 す)が 発 表 され て1～2年 の遅 れ で,わ が 国 の エCメ ー カー もマ イ コ

　 ン を発 表 して現 在 に至 って い る。

　 　 マイ コ ンを構成 す る素子 の 生産 は,毎 年 急 速 な成 長 を逐 げ て きた が,業 界
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の 調査 に よれば,79年 には1,000億 円 の規 模 に達 す る もの と予測 され て い

るo

(参 考)

国産 メー カーの マイコ ン生 産高

(単 位:億 円)

74 75 76 77 78 79　 (予測)

マ イ ク ロ プ ロ セ ッサ 3 11 24 46 114 147

メモ リ素子 及 び

1/0用 イ ン タフ ェイス素子
33 93 193 317 5!6 914

マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 計 36 104 217 363 630 1,061

資料:(社)日 本電子工業振興協会(JEエDA)

ω 　 ハー ドウェア の動 向 と しては,価 格低 下,性 能 向上,機 種 の 多様 化,イ

ン タフ ェ イス のLS王 化 が あげ られ る。 又,ソ フ トウェ アの動 向 と して は,

マ イ ク ロ コン ピ ュー タの応 用 の拡 大 に伴 って ソ フ トウェ アの比 重 が 高 ま り,

そ の 生 産技術 と生 産性 の 向上 が重 要 な課題 とな って い る。

㈹ 　 マ イク ロコ ン ピュー タの応 用 は,民 生 ・家電,事 務 ・商業,工 業,交 通

・輸 送 ,計 測 ・監 視,通 信,デ ー タ処 理 といっ た社 会の 各 分野 に浸 透 して き

て い るが,そ の メ リッ トと して は 次 の よ うな点 が あげ られ る。

　 ・ハ ー ドウ ェア の共 通 化(設 計 変 更 に対 す る 自由度 の増 大,設 計 費用,期

　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 間 の節減)

　 。機能 向上(高 度 な機能,複 雑 な機 能)

　 。信 頼 性 の 向上(LSエ の 信頼 性,保 守 の容 易 化)

　 。材 料 費 ・製造 費 の削 減(LSエ の高 い経 済性,部 品 点 数 の 減 少 に よる組

　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 立 費 の低 減)

　 。小型,低 消費電 力

初 　過 去2年 間 では,民 生 家電 製 品分 野 の ウエ イ トが急 激 に拡 大 してい る。

今後 拡 大 す る応 用 分野 と して注 目され る もの と して は,自 動 車,医 用,健 康

機器,パ ー ソナル コ ン ピュー タや ホー ムコ ン ピュー タな どの新 しい コ ンピ ェ
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一 夕 の 分 野 等 で あ る
。

(参 考)

1977

/1

4
一

8

21

64

1978

/1
⊇

　 そ の他/

←一デ ー タ三三三

ー ーー一,

,　,'"

　 '
　 '
　 '
　 '

ノ
'

'
'

≠　 4
・こ＼計測 ・

＼ 監視
、　 通信7

12

　 ＼

　 唱

74

＼
　 工業

＼ 事務.

　 民生 ・

1979

(見 込み)
㈲

　　　　　　　　　マイクロプロセッサ応用製品の業種別出荷台数比率の推移

　　　　　　　　　 資料:(社)日 本電子工業振興協会

2.日 本 に おけ る 「マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス論 議 」

(1)　 日本 にお いて は,「 マ イク ロエ レク トロニ クス革 命 」 とい っ た呼 び方 で マ
　 　 　 　 　 　 　 　 　|

イク ロエ レク トロ ニ クス の社 会 的影 響 を大 きな問 題 と して捕 え これ を検 討 す る

とい う現 象 は従来 見 られ なか った。 む しろ,諸 外 国,国 際 機 関 に お い て この

問題 が大 き く取 り上 げ られ て い る こ とか ら,有 識 者 の 間 で 問 題 意 識 が特 た

れ る よ うに な っ た といえ よ うo

(2)　 もっ と も近 年 の半導 体 技 術 の急速 な進 歩 に よっ て生 じて きた個 々の現 象 に

つい ては,多 大 の注 目を集 め て い る。

　 例 えば,
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①

②

③

④

⑤

半導 体 の集 積度 向上 と低 価格 化

マ イ ク ロ ブ ・セ ッサ ,マ イク ロ コ ン ピュー タの機 能 向上 と低 価 格 化

マ イ ク ロ コン ピュ ー タ応 用 製 品 の 出現(家 電 製品 へ の組 込 み に よる高

機能 化,イ ンベ ー ダー ゲー ムマ シン な どの新種 商 品 の 出現)

シス テ ムハ ウスの 出現(マ イク ロコ ン ピ ュー タ応 用製 品 の供 給 を行 う

ソ フ
,トウェア,ハ ー ドウェア の両面 に通 じた頭 脳集 約 型 の新種 の 中小

企 業 の 出現)

コ ン ピ ュー タ シス テ ムへ の影響(イ ンテ リジェン トター ミナルや通 信

機 器 の高度 化 に よる分 散 処理 指 向,オ フ ィス コン ピ ュー タの 出現,コ

ン ピュー タ と通 信技 術 の 融合 の 傾 向)

等 の諸点 で あ る。 これ らは,マ イク ロエ レク トロニ クス の社 会的 影 響 の うち,

い わば ポ ジテ ィ ブな面 か らの関心 で ある と見 る こ とが 出来 る
。

(3)　 日本 に お い ては,マ イ ク ロエ レ ク トロニ クス の使 用 に よって 雇用 が喪 失す

る とい った,い わ ば ネ ガテ ィ ブな面へ の関 心 は低 く,新 聞 の記 事 な どを分 析 し

て も・そ う した面 か らの報 道 は 見 られ ない。 こ う した現 象 はぽ しい もの を積

極 的 に導 入 す る国 民 性 や,技 術 革新 が直接 的 に失業 に つ なが らな い雇 用 慣行 に

依 る ところ が大 きい と考 え られ る。
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(参 考')

新 聞 記 事 検 索 に よ る 考 察

(1)　 日本経 済新 聞社 で は,日 経 本 紙(朝 ・夕),日 経 流通,日 経 産 業 の紙面 か

ら,重 要度 の高 い記 事 につ い て そ の 中味 を40字 以 内 に圧 縮 した記 事 デ ー タベ

ー ス をサ ー ビス して い る(日 本 で は唯 一)。

(2)　 このデ ー タベ ー スに次 の よ うな質 問 を した。

　 (オ フ ィス コン ピ ュー タ十は ん 用 コン ピ ュー タ十 マ イコ ン十 ミニ コ ン)*

　 (機 械 化+合 理 化+シ ス テ ム化+省 力化+情 報 管理+事 務 管理 十設 備 管理+

　 　 工 程 管理+在 庫 管理+出 荷 管理+仕 入 れ管 理)?

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (+はor,*はandを 表 わ す)

　 結果 は,1978年1月1日 か ら1979年7月20日 まで の間 に,こ の質 問式

に該 当 す る記 事 は118件 み つ か っ たが,合 理 化,省 力化 が タ イ トル に使 用 され

て い る記事 は次 の3件 の み で あ る。

　 。1978年2月15日 　 国 士館 大 学,学 校 事 務 合理 化 で小型 コ ン ピュー タ導

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　入

　 。197　 8.年5月5日 　 　 山崎 製 パ ン,電 算 機能 力 ア ップで情 報 処理 を合理 化

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一 工 場無 人化 な ど も検 討

　一。1979年7月12日 　 安 立 電,マ イ コ ンの プ ロ グ ラム開発 作 業 者 を省 力化

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 す る利 用技 術 開発 装 置2機 種 を開発

　 他 の記 事 で は,機 械導 入 に よる プ ラス効果 を報 じた扱 い にな っ て お り,例 え

ば,　 「業 務 量 の増 加 に対処 」,「勘 定 す っ き り」,　 「荷 主 開 拓 に一 役 」,　 「仕 入

れ のオ ン ラ イ ン化」 な どが報 じ られ て い る。 この よ うな新 聞 にお け る取 扱 いが,

必ず し も社 会 的 関 心 を正 確 に写 して はい な い場 合 も多 い が,日 本 にお け る大方

の問 題 意識 を説 明 す るに は十 分 な材 料 で あろ う。
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3.　 日本 の雇 用動 向 と雇用 慣行

(1)　最 近 の雇 用動 向

　 わ が国 の経 済 は,48年 秋 の石 油危 機 を契 機 と して安 定成 長 に移行 して きて

い るが,こ の よ うな情 勢 の下 で,労 働 市場 におい て は,労 働 力需 要 が労 働 力人 　 '

口の伸 び に及 ばず,昭 和50年 か ら53年 にかけて は,労 働 力 人 口209万 人 の増

加 に対 して就 業者 は185万 人 の増 加 に留 ま っ た。 このため失 業 者 は 昭和50年

に対 して24万 人増 加 し,失 業率 は1.9%か ら2.2%に 上 昇 してい る。

(参 考)

労 働 力 関 係 主 要 指 標

(単 位:万 人,%)

①
15歳

②
労働力

③ ④
竪 全

労働力
率

雇用者
比　率

失業率

以上人口 人　口 就業者 雇用者 失業者 ②/① ④/③ ⑤/②

昭和45年 τ885 5,153 5,094 a306 59 654 649 1.1

48 a238 5326 5259 a615 68 647 6&7 1.3

49 8,341 5,310 5237 3637 73 6a7 6駄4 1.4

50 8443 5323 5223 a646 100 6ao 698 1.9

51 a540 5378 5271 a712 108 6ao 704 20

52 a631 5452 5,342 3769 110 6a2 7α6 20

53 8,726 5,532 5408 a799 124 6a4 7α2 22

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(資料出所):総 理府統計局 「労働力調査」

　 　 　 　 　 o

　 また,そ の間 に製 造 業就 業 者 が減少 し,代 って第3次 産 業就 業 者 の顕 著 な増 加

が み られ る な ど就 業 構造 の変 化 が進 ん で い る。 製 造 業 の就業 者 は,昭 和50年

か ら53年 にか け て20万 人減 少 し,1,326万 人 となった。 一 方 この間 の サ ー

ビス業 就業 者 は115万 人 増 加 して1,356万 人 とな り,全 体 の雇 用 に 占 め る比 重

も最 大 となっ た。
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(参 考)

産 業 別 就 業 者 の 推 移

(単 位:万 人,%)

昭和45年

　 　 　 一

50年 53年
構　　成　　比

45年 50年

金　　　産　　　業 5,094 ,.,_-5223_一 5,408 10α0 10α0

農　林　水　産　業

(第2次 産業)

鉱　　　　　　 業

製　　　造　　　業

建　　　設　　　業

(第3次 産業)

電気 ・ガス水道業

商　 　 　 　 業

金融・保険・不動産業

運 輸 ・通 信 業

サ　ー　 ビ　ス　業

　 886

(1,791)

　 20

1,377

　 394

(a408)

　 29

　 840

　 132

　 324

1,084

　 661

(1,841)

　 16

1,346

　 479

(2710)

　 32

　 938

　 170

　 331

1,241

　 633

(1,861)

　 15

1,326

　 520

(agO4)

　 32

　 994

　 180

　 342

1,356

174

(352)

　 0.4

27.0

　 77

(473)

　 α6

16.5

　 26

　 64

21.3

127

(352)

　 α3

25.8

　 α2

(51.9)

　 α6

1&0

　 33

　 63

238

　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 (資 料出所)　 総理府統計局 「労働力調査」
　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 (注)　 サービス業は飲食店,公 務を含む。

(2)　今後 の雇 用 動 向　 　　　 　　t.一　 『-t

　 本 年8月 に閣議 決 定 され た第4次 「雇 用対 策基 本 計 画」 に依 れ ば,昭 和50

年 か ら,60年 まで の10年 間 に就 業者 は497万 人 増 加 す る と見込 まれ てas・　b,

昭 和60年 時 点 で の失 業率 は1.7%程 度 と現 在 の失 業 率 より改 善 され る見通 しと

なっ て い るo

　 産 業 別 には,農 林 水 産業 の割 合 が 引 き続 き低 下 し,第2次 産業 全 体 で は ほぼ

横 ば い で推 移 し,サvビ ス需 要 の増 大 か ら,.第3次 産業 の就 業者 は一 層増 加 す

る もの と見込 ま れ てい る。

　 以 上 の よ うな就 業 構造 の転 換 に加 え,労 働 力の供 給 に も変 化 が起 こる と予 想

され て い るが,特 徴的 な点 と して,高 令 化 の一 層 の進 展,女 子 労 働 力 の増 加,

技 能 労 働者 の不 足,高 学 歴 化 の進 展 が 挙 げ られ て い る。
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(3)　 日本 の雇 用特 性

　 日本 の雇 用特 性 と して一 般 に指摘 され る点 と して は,

　 　 ① 終 身雇 用 制度

　 　 ② 年功 制 度,

　 　 ③ 企 業 内訓 練 制 度

等が あ る(個 々の業 種,企 業 に よ り内容 は異 な る)。

　 こ うした 雇 用 の特 性 は,マ イク ロエ レク ト・ニ クス技 術 や応 用 製 品 の導 入 を

積極 的 に行 っ た場 合 で も余 剰 になっ た人 員 の再 訓練 等 を行 うこ とに よって 直接

的 失 業 を外 部 に出 さず に済 む とい うこ とに貢 献 して い る といえ よ う。 なお今後

わが 国経 済 が安 定成 長 へ移 行 す る こ と,他 方 労働 力 の 急速 な高 令 化 が進 行 す る

と見込 まれ る ことか ら,技 術革 新 の雇用 に及ぼ す 影響 につ い て ,こ れ まで以 上

に注 意 が必 要 で ある。

4.マ イ ク ロエ レク トロニ クス の雇 用 に及 ぼ す影 響

(1)わ が 国 に おけ るマ イク ロエ レク トロニ クス論 議 の 項 で紹 介 した よ うに ,従

来国 内 での問題 意 識 が 高 くなか っ たた め,こ うした面 につ いて の調 査 プ ロジ
ェ

ク トは な か った が・ 今 回 の・ECD/エ ・CPで の動 きva対 応 して よ うや く調 査 が

為 され た。 短 期 間 の調 査 で もあ り)調 査 範 囲 も限 られ た もの で あ るが
,マ イク

ロエ レク トロニク ス と雇用 問題 を取 りあげ た ほ とん ど唯一 の調 査 であ り
,そ の

内容 を お伝 え す る こ とと した。

(2)　 (財)日 本 情報 処 理 開 発 協 会(」 エPDEC)に 設 置 され た 「マ イク ロエ レク ト

ロニ クス の雇 用 に与 え る影 響 調 査委 員 会」 では
,マ イ ク ロエ レク トロニ クスの

うち,特 にマ イク ロコ ン ピ ュー タの雇 用 に及ぼ す影 響 を本 年8月 に調査 した
。

　 これ は,マ イ ク ロ コン ピ ュー タ応 用製 品 の生 産 ・販売 ・利用 の各段階 にお け る

マイコン応用の動向、雇 用面 へ の影 響 の具 体 例 を把 握 す る こ とを 目的 と した もの

で ある。

　対 象 と した製 品分 野 は 次 の とお り,



工業用製品

事務用製品

民生 用機器

　 製 造 自動 化 機 器

[
　 分 析,計 測,検 査機 器

　 プ ロセス制 御 機器

　 一 般 事務 用機 器

[
　 商業事務用機器

　 駅務 自動化機器

　 時 　計

[
　 電 　卓

　 　ミシ ン

③ 　 各製 品 分野 につ い て マ イ コ ンの応 用 に よっ て製 品 の高 性 能 化,多 機 能 化 が

進 み つ つ ある こ とが 詳 細 に調 査 さ れ,雇 用 につ い て は 少 ない ケー スス タデ ィか

ら全 体 的結 論 を導 き出 す の は早計 と しなが らも以下 の よ うな ま とめ を行 って い

るo

メ　　 ー　 　 カ　　 ー ユ　 ー　 ザ 　 ー

部　 　品
メー カー

販 　 　 　売
メンテナンス

製　造 開　発
設　計

製　品　分　野
技術者

熟　練
作業者

単　純
作業者

△ ○ 十 ○ 分析 ・計測機器 一 △ 一

△ 十 △ 十 プロセス制 御機 器 △ △ 一

十 十 △ ○ 製造 自動化機器 } △ △

十 ○ △ ○ 一般 事 務機器 一 × ×

△ ○ △ ○ 商業事務機器
○(

POS) △ ×

十 十 △ 十 駅務自動化機器 一 } ×

△ 十 △ ○ 時　　　　　計
一 一 一

一 十 △ △ 電　　　　 卓 一 一 一

× × × ○ ミ　　 シ　 　　ン
一 一 }

○

△

+

×

プ ラス

マイ ナス

増減 な し

未知 数

該 当せ ず
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¶

　 イ・ メー カーへ の影響(マ イ コン応 用製 品製造 メー カー)

　　 欄 発設計部門で技縮 換 と顧 増が発生 し,製 造部 門購 じて損 減,

　　　 販売部門は需要増 に より人員増加の傾向にある。

　　 ・システムハ ウス と呼ばれる ソフ トウェア開発能力を武器 とするマイコン

　　　応用製 品醗 を行 糊 しい形態の中小企業力・数多 く出現 してい る。

　 　 　 (N・wi・du・ 七・y・rea七i・n)。

　　 '醗 部門のプラスの傾向は噺 髄 需要に支え られて鋤,在 来技鯖

　　　の再輔 あるいは 配 学翫 ・る新硫 への転向,襯 採用 に 、る対応

　　 槻 られ る・新規疏 要 とされる技術 は,情 報処理技術(,。 トウ.ア

　　 硫)で あ り・ システムエンジニア とプ・グラマが要求 されている

　　　(NeW　 j・b・rea・ …)・ 醗 音tl門の技縮 は,自 社内の製造,販 売部

　　 門 あるい醜 売代理 店な どへの技微 育を も担っている ・とが 多い。

　　'在 来技儲 は理論的 には不要 となるが,技 術者 は新技術 の習郁 熱心で

　 　 あ り,実 質的 な雇 用減 には つ な が らない。

　 '難 部 門 では・ ・一 テー シ ・ンが 盛ん で あ る.マ イ ・ ン応 用 機 器生 産,

　 　 イ ンで嬬 要 増 に よる人 員 維 持 硯 られ るが,長 期 的 には 設備 集 約 化 に

　 　 よ り,減 少 につ な が る。

　　　 現場 の 　 テーシ ・ンは常時行われてい るが,こ こで も作業者 の再教

　　 育が行われ湯 飲 ・っては・企業内髄 転換がはか られ る傾向 にある。
●販売部門の強化は

・新粧 醗 需 要靴 支え ら椎 ものであり
,企 業

　　 の戦略的要因が強 く働いている。

●部 品 メーカーへの影 響臓 器 の電 子 化
レベルに左 右 さ れ るが

,い ずれ にせ

　 　 よ・ マ イコ ン応 用 に よる部 品 集 約化 の結果,何 らかの 影響 は まぬ がれ な

　 　い・ 多 くは技 術転 換 に よ り対 処 を図 り,機 器 ・一 ・の技 術 指導 を あ紬

　 　でい るo

ロ・ ユ ーザへ の影響

'鍛 に 　 ザへ の影毅 損 減
で あ る.限 られ た分野,例 え ば ,測 定,
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分 析,計 装 技 術 者へ の影 響 が比較 的顕 著 に表 わ れ る可能 性 が ある。

・しか しなが ら,ユ ー ザ企 業 の 省 力化 努 力 は,新 しい人 員増 を抑 え る方 向

　で働 き,現 有 労働 力 の失 業 には っ なが らず,人 員 はほ ぼ 固定 的 に推 移 す

　る と予 想 され る。

・事務 機 器 ユー ザへ の影 響 は今 の と ころ需 要 が 未知 数 で あ るが ,機 器 の導

入 は人 員増 を抑 え る方 向 に働 くもの と思 わ れ,オ フィス ワー カー の仕事

の 内容 は よ り創 造 的 仕 事 に向 け られ る と予 想 さ れ る。

5.今 後 の世 界経 済 に とっ ての マ イク ロエ レク トロ ニク スの 意味

(1)技 術 革 新 が 世 界経 済 の成 長 に貢 献 して きた役 割 は大 き く,現 在 の よ うな停

滞 期 に とっ てそ の 意義 は益 々大 きな もの とな って きて い る。 マ イク ロエ レク ト

』ニ クス技 術 は,こ うい う点 か ら期 待 が 大 きい技 術 の1つ とみ て い るが,そ の

技 術 革 新 の ス ピー ドが非 常 に早 く,ま たその応 用範 囲が広 く,社 会に及 ぼ す 影 響

が 大 きい た め,そ の導 入 に あ たっ て一 種 の抵 抗感 を生 じてい る こ と も理 解 出来

るo

② 　 日本 にお い て は,そ う し た 抵 抗 感 が 国 情 か ら少 な い こ と も あ っ て,い

わば こ う した技 術 が使 われ る 「マ イク ロエ レク トロニ クス時 代」 に比 較 的抵 抗

な く飛 び こん だ 状 態 で ある と言 え よ う。

(3)　 こ う した マ イク ロエ レク トロニ ク ス技 術 の影 響 をおそ れ る あま り,こ の技

術の 導 入 を行 わ な い とい う方 向 には賛 成 しが た い。 もっ と もそ の社 会 的影 響 を

十 分 に検 討 して 変 化 へ の対応 を行 うた め に,各 国 が経 験 を披 露 し相 互 に認 識

を深 めて い くこ とは意 義 あ る こ と と考 えて い る。
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